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    ※政治メディア立ち上げ準備の関係で、今号は6月20日配信分と6月27日配信分の合併号となります。7月4日から通常配信に戻ります。

  


  今週のニュースピックアップExpanded


  


  津田大介が今気になっているニュースを毎週1つピックアップし、解説します。「Expanded」では、話題のトピックの背景をよく知るキーパーソンに津田大介がインタビューします。〔毎号配信〕



  国交省が高速道路会社NEXCOと組んで段階的に整備を進めている「中部横断自動車道」。現在、長坂〜八千穂間でその建設が検討されており、それに向けて住民アンケートが行われています。本来であれば、政策に民意を反映するために行われるはずの住民アンケート。しかし、国交省がその配布や集計をめぐって何らかの操作を行っていたのではないかとの疑惑が浮上しています。今回は、中部横断自動車道（長坂〜八千穂間）の建設に反対する「中部横断自動車道八ヶ岳南麓の会」[*1]の代表・米田佳孝さんをお招きし、お話を伺っていきます。

  


  ◆中部横断自動車道をめぐる国交省の不可解な動き住民アンケートから見えてきた日本の政策決定プロセスの実態とは


  



  津田：「全国総合開発計画」をご存じでしょうか。1962年から1998年までの間、国土の有効利用や社会環境の整備を行うため、国は5回にわたって長期計画を作成しました。その4回目、1987年に発表された「四全総（よんぜんそう）」「第四次全国総合開発計画」。[*2] この中に「交通体系の整備」という項目があります。当時、バブル景気の始まりつつあった日本において、交通の利便性向上は大きなテーマでした。そこで国土庁は「全国1日交通圏」という構想を打ち出します。「全国の主要都市間の移動に要する時間をおおむね3時間以内、地方都市から複数の高速交通機関へのアクセス時間をおおむね1時間以内にすることを目指す」[*3] これを実現するため、全国に1万4000キロにも及ぶ高規格幹線道路網を張り巡らせる計画が立てられました。おそらく25年前の日本にとってこの計画は、大きな意味のあるものだったでしょう。けれどバブルが弾けて久しい2010年代現在と当時では、時代背景が大きく異なります。1980年代の構想に基いて、2010年代の現在、住民の意見をある意味無視するかたちで国交省が高速道路を造成しようとしているとしたら、果たしてどうでしょうか。本日は、四全総で計画された中部横断自動車道（長坂〜八千穂間）の建設に反対する「中部横断自動車道八ヶ岳南麓の会」の代表・米田佳孝さんに、この問題を追う過程で明らかになった政策決定プロセスの不全についてお話を伺っていきます。米田さん、よろしくお願いします。


  米田：よろしくお願いします。


  津田：まずは、今問題になっているこの道路について、簡単に教えていただけますか？


  米田：群馬県藤岡市と新潟県上越市をつなぐ「上信越自動車道」がありますよね。そして、神奈川県海老名市から愛知県豊田市へと至る「新東名高速道路」。この両者を長野県小諸市と静岡県静岡市清水区で結ぶ道路として計画されているのが「中部横断自動車道」です。道路の総距離は約132キロメートル。一部の区間佐久南〜佐久小諸間、増穂〜双葉間では、すでに開通しています。増穂〜双葉間では2002年3月30日から2006年の12月16日にかけて、3段階で開通が進められたようです。[*4] 佐久南〜佐久小諸間が開通したのはつい最近の2011年3月26日ですね。[*5]


  津田：さらに現在、新清水〜増穂間、八千穂〜佐久南間でも整備が進められつつあると。こうした段階的なやり方を見ていると、「とにかく中部横断自動車道を作るんだ」という国交省の強い意志を感じますね。


  米田：今、私たち「中部横断自動車道八ヶ岳南麓の会」が反対しているのは、国交省が山梨県から長野県にかけて建設を検討している「長坂〜八千穂」区間の山梨県側の部分です。この基本計画そのものは1997年、国交省がすでに公示していました。けれど、これまで特に動きはなかったんですね。しかし2011年の2月、突然住民にアンケートが配られたんですよ。「中部横断自動車道（長坂〜八千穂）の『今後の整備方針』について、皆様のご意見をお聞かせください。」という。[*6]


  津田：アンケートが配られた……そもそも地元の人は、この道路計画を知っていたのでしょうか？


  米田：いいえ、今回初めて知ったという人が大半です。私もアンケート用紙を見て「なんだこれは」とびっくりしましたね。私は今、山梨県北杜市にある八ヶ岳の南麓に住んでいるんです。若いころからずっと住みたいと思い続けていて、60歳になってから、「ここを永住の地にしよう」と決めました。家を買ったのは3年ほど前ですが、この時はもちろんそんな計画があるなんてまったく知りませんでした。


  津田：中部横断自動車道でも、長坂〜八千穂間については、これまでずっと手付かずで来たわけですよね。それがなぜ2011年2月になって、事態が動き出したのでしょう？


  米田：このアンケートが行われたきっかけは何か私も気になって調べてみたんです。国交省はこれまで、昔立てられた道路計画をもとに、がむしゃらに建設を進めてきました。けれど2010年4月、国交省の副大臣を当時務めていた馬淵澄夫さんが、これに「待った」をかけたんです。[*7] まずは道路の計画段階でデータを集め、地域の声を聞いて、本当に建設する必要があるか評価しよう馬淵さんが導入したこの制度は、「計画段階評価」[*8] と呼ばれます。2011年2月のアンケートは、その一環として行われたわけですね。


  津田：今までは国交省内部で道路を作ることを決めてしまってから、「高速道路通しますから」と、地元住民に話をしていた。そのプロセスが変わったんですね。


  米田：はい。私も調べるうちに、「国交省はちゃんと地元の意見を聞いて評価しようと考えているんだな」と思うようになりました。


  津田：でも、八ヶ岳って自然がとても美しいところじゃないですか。だから、長坂〜八千穂間で高速道路を開通させるなんて、あまり賛成する人が多いようには思えないのですが。採算性も見込めそうにないし。


  米田：そうなんです。正確に言うと、地元の住民にも三層あります。この土地に先祖代々住んでいるような人たちは、「長いものには巻かれろ」というタイプが多く、あまり意見を表明しません。別荘族も冬の間はほとんどいないから、意見を表明する機会がないわけです。地元に家を買って住んでいる新住民ここに移り住んで20年経っても「新住民」というカテゴリーなのですが、この人たちは本音を話してくれます。話をしてみると、もうみんな反対。そんな感じですね。


  津田：この第1回アンケートでは4つの設問が立っています。そのうち最後の


  【質問4】は「その他中部横断自動車道について期待すること懸念すること」という自由記述式の設問です。きっとここには「道路建設には反対します」と書いた人が多かったのでしょうね。結果はどうでしたか？


  米田：この問題を審議している社会資本整備審議会 道路分科会 関東地方小委員会 [*9] が2011年7月7日に開かれたんですね。そこで配布された「第1回意見聴取の結果について」[*10] という資料によると、「その他中部横断自動車道について期待すること懸念すること」いう設問の結果はエリアによって違っています。そのうち「道路整備への懸念に関する意見」を表明した人は、私が住んでいる山梨県北杜市で圧倒的に多く、全体の64％を占めていました。これに対し、「道路整備への期待に関する意見」では、長野県側の南佐久郡、佐久市、小諸市が65％を占めています。[*11] つまり、真逆の結果が出ているんです。


  津田：長野県側で開通賛成派が多いのは、いったいなぜなのでしょう？


  米田：長野県側でも南佐久郡、佐久市、小諸市は、すでに中部横断自動車道が開通しているエリアなんです。となると当然、開通賛成派が主流になりますよね。そんなエリアにもアンケートを配布したことそのものが問題なんですけど。


  津田：気になることがもう一つあります。この第1回目のアンケートでは、中部横断自動車道を建設するという前提で2つの案が挙げられていました。


  「【（1）案】全区間で新たに道路を整備する案」と「【（2）案】旧清里有料道路を一部区間で有効利用する案」がそれです。【質問3】ではこれを踏まえ、「提示した対策案の他に考えられる対策案」を自由記述式で訊いています。この質問の結果、どんな対策案が出てきました？


  米田：はい、第3の案が浮上してきたんですね。それは、「国道141号線のバイパス整備により、走行性・安全性を向上し時間短縮を図る」というものです。[*12] 国道141号線とは、長野県の野辺山と中央自動車道を結ぶ道路です。地元の人はみんな、この国道141号線を使っているんですね。それで、ここを整備して使いやすくしてほしいという声が多かったわけです。[*13] その後、2011年10月5日に開かれた委員会では、とてもまともな審議が行われました。従来の2つの高速道路建設案に加え、第3案として国道141号線の改良案、そして第4案として「整備なし」いう4つの案が設定されました。そして、第2回目のアンケートをして、地元の人の意見を訊きましょうということになったんですよ。


  津田：少なくともこの時点までは、地元住民の意見を聞いて道路の必要性を検討するという計画段階評価民主党が政権を取ったことで実現した「行政への政治によるガバナンス」がきちっと機能していたということですね。


  米田：はい。そうして2012年1月から2月にかけて、第2回目のアンケートが行われました。[*14] しかし、ここにきて、いろんな問題が起こっているんです。


  津田：アンケートをすることになったはいいものの、そのやり方に問題があったと。


  米田：このアンケートは、3種類の方法で実施されたんですね。まず、それぞれの家にアンケート用紙をダイレクトに郵送する「戸別配布」。そして、高速道路のサービスエリアや道の駅、県や市の出先機関なんかに置いておいて、自由に持っていってもらう「留置配布」。それから、ウェブによるアンケートです。このうち問題があったのは、「戸別配布」と「留置配布」です。


  津田：具体的には、どのような問題があったのですか？


  米田：まず、戸別配布から。山梨県北杜市では、アンケート用紙を受け取れなかった人が大変多いんです。まず、別荘にはほとんどアンケート用紙が送られていませんでした。別荘の数は、私が調べた限りでは8000戸ぐらいあるようです。2012年4月12日開催の委員会で配られた「第2回コミュニケーション活動の結果について」という資料によると、山梨県北杜市で戸別配布された枚数は、最終的には21,866枚でした。[*15] この配布の仕方にまず問題があります。


  津田：長野県側ではどうでしたか？


  米田：長野県側を見ると、前回同様、すでに中部横断自動車道が開通済みだったり、整備中だったりするエリアでもアンケート用紙が配られていました。佐久市では18,730枚、小諸市で43,933枚が配布されています。しかも、第2回アンケートには「本アンケートの対象区間」としてアンケートを取るエリアが明記されています。これらのエリアは、その対象区間外となっているんです。ちょっとおかしくありませんか。本来の対象エリアは、小さな村ばかりで、あまり人口がありません。ですから、佐久市や小諸市のような住民数の多いエリアの人たちがアンケートに回答したら、地元の声はかき消されてしまいます。まあ、私たちは、長野県側のことについては、あまり言及するつもりはありませんが。


  津田：なるほど。国交省は「中部横断自動車道を開通させよう」という自分たちにとって都合のいい結果を誘導したい。だから、本来であれば対象外のエリアにもアンケートを配布したそんな見方もできるわけですね。


  米田：そうですね。


  津田：先ほどのお話では、アンケート用紙をいろいろな場所に置いておく「留置配布」にも問題があった、ということですよね。具体的にはどんな問題があったのでしょう？


  米田：このアンケートは、1人1票、投票できるんです。つまり、家族が4人いれば、4票持っているということになります。でも、山梨県の留置先では「各世帯につき1枚しか渡さないよう、国から指導を受けています」と言っていたんです。僕が文句を言ったら、状況は少し改善したんですけど。ところが長野県側の留置先には、どんどん持って行ってくださいと言わんばかりに、アンケートがバーンと積んであるわけですよ。


  津田：（「第2回コミュニケーション活動の結果について」を見て）各留置所に置かれたアンケートの枚数も、資料にまとまっているんですね。[*16] ただ、場所によってその数には、だいぶバラつきがあるようですが……。


  米田：はい。今回は45個所に置かれたんですね。このリストを見ていると、一部に例外はあるものの、次のような傾向があることがわかります。地元住民が行きやすい市役所やその支所では置かれている枚数があまり多くない、道の駅やサービスエリアでも同様と。少し変わった留置先は、県などにある国交省の出先機関です。こういうところで配布枚数が多いんですね。


  津田：だいたいどこも数十枚から数百枚程度の配布。なのに「山梨県県土整備部道路整備課」のような国土交通省の出先機関には、1,912枚とすごくたくさん置いてある。回答数も602枚と高めです。県庁の道路整備課なんて、普通行かないですよね。


  米田：行く人間は、役人か出入りの業者みたいな関係者でしょう。


  津田：建築関係の役場に留置されているアンケートの枚数が多い端的に言えば、「ヤラセの可能性がある」ってことですよね。


  米田：はい。私はヤラセだと思っています。統計学的に見ても明らかに不自然です。


  津田：つまり、国交省が自分たちにとって有利な方向に話を進めるため、ヤラセとは言わないまでも、結果に影響を与えるため、動員をかけた可能性があると。


  米田：そういうことだと思います。私たちは、アンケート用紙が手に入らないので、まわりに呼び掛けてウェブからたくさん回答を行ったんですよ。最終的な回収件数は戸別配布で11,752件、留置配布で4,619件、ウェブ方式で3,521件となりました。


  津田：今回の同地区の高速道路整備案は全部で4案あるわけですよね。それぞれ実施した場合のコストはどれくらいなのでしょう？


  米田：これがアンケート用紙に載っているんです。[*17] 列挙すると、次のとおりです。


  --------------------------------------


  ◇案1 全線整備案


  （中部横断自動車道を長坂〜八千穂間の全線4車線で整備する案）


  約2,100〜2,300億円


  ◇案2 一部旧清里有料道路活用案


  （中部横断自動車道の一部に旧清里有料道路を活用する案）


  約1,950〜2,150億円


  ◇案3 国道141号（一般道）改良案


  約1,300〜1,400億円


  ◇整備なし


  0円


  --------------------------------------


  つまり、国交省が採用しようとしている「案1 全線整備案」に比べると、私たちが推し進めようとしている「案3 国道141号改良案」は850億円ほどコストが安くなる計算です。


  津田：コストが850億円削れて、地元住人の賛成も得られる。だとしたら、案3は「折衷案」としては悪くないですよね。


  米田：それなのにというところですよね。


  津田：アンケートの結果はどうだったのでしょう？


  米田：結果についてお話しする前に、そもそも、第2回目アンケートの設問設定が妥当だったかどうかについて、考えなければなりません。第1回目の住民アンケートの結果、それまでの2案に新たな2案が加わって全4案となり、考えられる選択肢がすべて出揃いました。ならば、どれがもっともよいと思うか、一つだけ選ばせるのが普通ですよね。しかし実際の設問は、4つの対策案を対象に、自由記述で回答させるというものでした。[*18]


  津田：（第2回目アンケートを見て）「質問2　6-7頁に示した以下の対策案


  （※4つの対策案のこと）について、ご意見をお聞かせ下さい」本当だ。回答は自由記述になっていますね。ここまで来たら、4つの案のうち、どれを採用するかを詰めていくのが筋ですよね。


  米田：はい、第1回アンケートの結果をふまえて行われた委員会で、案が4つに増やされた。第2回目のアンケートでこの4つの案の賛否を地元住民に問うというのが、当然の文脈です。アンケートの設問設定がおかしいだけではありません。国交省がアンケートの結果をどのように集計したか。実はここからが今日の話でもっとも面白いところなんですよ。第2回目のアンケートでは、文明国ではありえない奇妙かつ正当でない分析および集約方法がなされているんです。


  津田：それはどういうことでしょう？


  米田：高速道路の建設に傾くように、アンケートの作成や配布方法が作為的に行われたのではないかと先ほど申しました。にもかかわらず、その結果は、国交省の狙いどおりにはならなかったのです。だから、非常に不思議なアンケートの集約方法が採られたのだと思います。先ほど触れた質問2の結果をちょっと見ていただけますか？[*19]


  津田：（「第2回コミュニケーション活動の結果について」を見て）あ、これは……！


  米田：「【参考】各対策案へのご意見の状況」ということで、エリア別、アンケート回答方法別に結果がまとめられています。つまり、これを見ても、対象エリア全体の結果がわからない。


  津田：しかも、もともと「4案のうち、どれを支持するか」という選択式の設問になっていないんですね、これ。だとするとこれは普通に設問に答えれば、あいまいな回答になりやすい。そして、はっきりとした意見を持った人からは、第1案、第2案にはこういう理由で反対、第3案にはこういう理由で賛成と回答する。でも、こうした回答を一つ一つ丁寧に読んでいけば、住民の意見は集約できるんじゃないですか？


  米田：もちろんできます。今私たちは、一つ一つの回答を読み取り、集約する作業を行っています。まだ作業の途中ですが、山梨県側、特にヤラセのなかったウェブ回答では90％以上が圧倒的な第3案支持になっているようです。しかし国交省はこれを、4案いずれかに言及したら、賛成だろうと反対だろうと、同じ「1票」というように集計したんです。


  津田：賛成も反対も1票……!? ってこのアンケート結果の資料にしっかり明記してありますね。「意見数の中には『賛成意見』『反対意見』『その他』の意見数が全て含まれている」って。


  米田：ここまでいくと、もう笑っちゃいますね。文明国ではありえない稚拙さです。ただ、彼ら自身もさすがに「これじゃまずい」と思ったんでしょう。質問2に寄せられた意見を一部抽出し、「ご意見の例」として掲載したりしています。[*20]


  津田：「ご意見の例」の方には、にあえて「無作為抽出」と銘打っているのがおかしいですね（笑）。


  米田：日本の国が立派なのは、自分たちにとって不利になるようなこういうデータも、すべて公開しているところです。今まで紹介してきた資料や委員会での議論も、委員会のウェブサイトで全部チェックできるんですよね。[*21] すごく面白いですよ。第2回目住民アンケートの戻りのはがきさえ、個人が識別できる情報を黒塗りしたうえで、すべてPDF化して公開しているんです。[*22]


  津田：すごい！ オープンガバメントとしては理想的ですね。国の調査で明らかになった住民の声が、誰でも見られる。一昔前では考えられなかった話です。こういう宝の山がウェブに上がっているにもかかわらず、メディアはそこに全然注目しない、と。


  米田：馬渕さんがこのように、住民の声を聞いて公開する、という下地を作りました。そして、かたちのうえでは、それがちゃんと実行されています。これが日本のお役所のいいところです。


  津田：そうなんですよね。役所でも現場で働いている人たちは、本当に丁寧に仕事している。


  米田：そう、本当にそうなんです。でも、最終的には国交省では、上のほうからの声か何かが降りてくるんでしょう。「このアンケート結果を基に、高速道路を作れるようにしろ」というようなね。現場の人は苦し紛れに、今まで見たこともないアンケートの集計方法を考えたんだと思うんです。官僚たちが自分たちの都合のいい方向に物事を動かすため、資料のまとめ方や表現を操作するこれを「霞ヶ関文学」と呼びますよね。第2回目のアンケートの集計方法なんて、まさにその白眉でした。いや、よくもここまでやるなと驚きます。


  津田：設問設定をとっても、集計方法をとっても、かなりアクロバティックなウルトラCを決めてきたという感じですね。


  米田：公開されている資料を見ていると、「何が何でも俺たちは高速道路を作るんだ」「毛筋ほどの白があれば『真っ白』と言うんだ」そういう国交省の意志が伝わってきます。年に数回の委員会では、こういうわかりにくい資料を忙しい先生方に見せ、その場で担当者がもやもやっと説明するわけですよ。それでパーッと取りまとめをすると。


  津田：そして、委員会のウェブサイトに上がっているような議事録ができあがるわけですね。


  米田：はい。委員会の出席者全員がチェックしてからアップするので、少しタイムラグがあるのですが、これにすべてが載っています。たとえば、不思議なアンケートの集計結果をいきなり出されて、委員はどう反応したか。2012年4月12日に開催された委員会の議事録 [*23] を見てください。


  津田：二村さんという委員が、まさに結論を言っていますね。「正直申し上げて、こういう結果の出し方というのを今回初めて拝見いたしました。注目の集まっているものを、賛成も反対もすべてまぜた形で集計するというのは、国交省ではよくやられる手法なのでしょうか。正直申し上げて、こういうのは余り世間一般にはみないような気がするのです」。[*24] 審議会の委員もやっぱり戸惑ったんですね（笑）。


  米田：事務局はそれに対し、こんな言い訳をしています。「我々も集計の仕方についてはかなり悩んだところがあって、今まで、こういった出し方をしている例というのはなかなかないと思っています。（略）確かにご説明の仕方が難しいという指摘が今までもあったところではあるのですが、現時点ではこういう整理の仕方にさせていただいているというところでございます」（笑）。これに続き、審議会の委員長である石田さんは「これ、関心の高さを示しているということを強調し過ぎてもし過ぎることはないですね。賛否ではないということをね」と弁明しています。[*25]


  津田：これは苦しい言い訳ですね……（笑）。


  米田：このように二村さんをはじめとする委員の方々から本質的なツッコミは入ったものの、基本的には高速道路を作る方向でまいりましょう、という結論ありきで議論が進んでいます。津田さんもよくご存じのとおり、審議会や委員会では、開催前に結論を決めて資料を作ります。サイトに上がっている「対策案の評価について」という資料を見てください。[*26] ここに「中間とりまとめ（案）」として記載されているのが今回の結論です。「対策案としては高速道路の整備（【案（1）】全区間で新たに道路を整備する案また【案（2）】旧清里有料道路を一部区間で有効利用する案）が有効であると考えられる」と。[*27] そもそも、会議前に話し合いの結論を資料にまとめるなんて、本来ならばあってはならないことですけどね。


  津田：今回はアンケートの集計方法に対し、委員から疑問が出ているにもかかわらず、結論は揺るがない。


  米田：それで、ちょっとしたガス抜き策を作っているんです。「追加的なコミュニケーション活動内容（案）」という資料にその内容がまとまっています。[*28] 行政関係者や抽選で選んだ住民代表、各団体の代表を招き、第三者のコーディネーターを立てて、公開形式で「コミュニケーション活動」を行う、と。これを受けてこの7月8日、長野県の南牧村中央公民館で意見交換会が開かれることになっています。[*29] まあ、地方でよくやっているシンポジウムですね。どう考えても、高速道路を通す案で決定するでしょう。原発再稼働問題のとき起こったことと非常によく似ていますね。


  津田：流れは非常によくわかりました。何だか釈然としませんね。今回だって、ちゃんと使われる道路ができるならいいですよ。でも、使いもしない道路に無駄な税金がかけられてしまうわけでしょう。その背後では消費税増税がしれっと通されているわけですからね。


  米田：私は専門が経済学なんです。その観点からすると、中部横断自動車道を通すことで、地元経済がダメになると思います。やっぱり地域GDPを上げようとするなら、人口を増やすのが基本なんですよ。このあたりは地方の過疎化が進む中、人口が少しずつ増えている地域です。まだ住民票は首都圏に置いたまま移していない人が多いけれど、みんながリタイアし始めれば、ダーッと移し始める可能性もあります。


  津田：そういう人たちが来ることで、地域経済が活性化していく可能性が高いということですね。


  米田：はい。このあたりの魅力は、なんといっても自然の美しさと静けさです。でも、高速道路ができればそれがなくなって、住みたくなくなってしまいますよね。実際、全国的にも高速道路ができたエリアでは、ほとんどが通過地点となってしまって、経済基盤の沈下が進んできています。


  津田：なるほど。この問題は僕も怒りを覚えますね。


  米田：でもね、調べる過程でわかってきたんですけど、国交省はこんなのへっちゃらなんですよ。住民がなんと言おうと、ブルドーザーで自然を潰して道路にしちゃう。そんな勢いですよね。日本は、正当な議論が通らない国になってしまっているんですね。これを何とかしなければ、日本はますます堕ちて行ってしまいます。


  津田：一度計画として進めて、予算もとってという案件は、もう止められない。だから途中で制度が変わろうがロジカルに反論されようが、「進める」という結論ありきで報告書がまとめられてしまう。霞ヶ関ではよくみる光景なんでしょうが。


  米田：これはもう、日本の官僚の体質となってしまっていると言っていいでしょう。習い性で自分たちの権益の拡大を謀っているだけではないでしょうか。この道路政策の決定に携わっているほとんどの人は多分、現場を見に来ていないと思うのです。企業経営ではあり得ないことですよ。官僚たちは、今の時代に生きる一人の生身の人間として、自分の頭で考えることをしていない。空恐ろしくなってきます。これは私たちが住む地域だけで起こっている特殊な事例ではありません。日本全国で同じやり方がまかりとおっているんですよ。


  津田：おっしゃるとおりですね。そして、この問題は単に道路行政という特定の問題ではなく、日本の国の運営方法を正当なものにしていくための試金石とも言えそうですね。


  米田：制度疲労を起こしている日本の官僚制度に、計画段階評価といういい方式が導入されたのですから、これをきちんと機能させることは、とても意義深いと思います。正当な情報収集を行い、それを基に正当な議論を経て、政策を決定していく。これは本当に重要なことです。


  津田：米田さんが代表を務めている「中部横断自動車道八ヶ岳南麓の会」では今後、具体的にどのような活動をしていく予定ですか？


  米田：私たちは、とにかくオープンな情報交換ができる場をネットで作っていきたいと思っています。ホームページがすでにあるので、今回の問題に関する知見を複数人で読みやすく編集して上げていき、Facebookのようなソーシャルメディアをからめていきたいんです。私の根底には「多くの人が参加して、オープンに議論して、そこから出てくる意見は正しい」という考え方があります。だから、より多くの人を巻き込んでいきたいんですよね。そして、私たちの活動がきっかけになって、「最近、日本の政策決定の仕方がまともになったよね」とみんなが感じるようになるといい。そういう方向に活動を進めていきたいんです。


  津田：おっと、「動員の革命」みたいな話になってきましたね……！


  米田：実はそのとおりで、山梨県北杜市でデモをやろうと思っています。私の家の近くに、八ヶ岳高原大橋という橋があるんです。富士山も八ヶ岳も南アルプスもバーンと見えるすばらしい橋です。まさにこの橋が、この高速道路建設の象徴的な場所なんですが、ここを往復する楽しいデモをやりたいんですよね。「こんなすばらしいところで、こんなすてきなデモはない」というのをやって、ステッカーを参加者にいくらかで買ってもらう。それを活動資金に、毎年、毎年だんだん人数を増やして、大きな流れにしていく……。まだ僕のアイデア段階なんですけどね。


  津田：お話を伺っていると、今回の委員会は、まさに日本の政策決定の縮図ですよね。日本の委員会や審議会はシステムとして硬直しています。でも、ウェブでオープンにされているデータをみんなで検証し、「これはおかしいだろう」という声を上げていけば、政策決定のプロセスにも、きちんと民意が反映されるようになるかもしれない。この問題を通じて、日本を改革していくきっかけが、本当に作れるかもしれません。


  米田：私たちもそれを現実にするために、力を注いでいきます。


  津田：この動きを盛り上げて、市民型の政策決定を実現していきたいですね。本日はどうもありがとうございました。
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  ▼米田佳孝（よねだ・よしたか）


  「中部横断自動車道八ヶ岳南麓の会」代表。株式会社YONEDAオフィス代表、株式会社insprout取締役。慶応義塾大学経済学部卒業、慶応ビジネススクール修了。日本IBMおよび米国IBM勤務後、ベンチャー企業や大手企業での新規事業の立ち上げを実践。その後自身で創業し、20年以上にわたり、ブランド・ビジネスを中軸においた企業経営を実践。これまでの設立企業数は世界6か国で10社超。現在は環境テクノロジー分野のベンチャー企業の立ち上げに奮闘のかたわら、グロービス経営大学院でベンチャー経営戦略の講座を担当。


  メディア／イベントプレイバック

  


  僕が出演した番組やトークイベントなどで、内容が面白かったものをテキストで読みやすく再編集してお届けします。原発・放射線の問題や政治全般、著作権、音楽の話までテーマは多岐にわたる予定です。〔毎号配信〕


  東日本大震災で甚大な津波被害を受けた福島県いわき市の港町・小名浜。vol.37では現地でショッピングモール「タウンモールリスポ」の協同組合理事長を務める馬上忠一郎さん、そしてソープランド「和風湯房いとはん」を経営する馬上嘉則さんのお2人のお話をお届けします。同じ小名浜でも被害や復興の度合いが異なるのはなぜなのか読み比べてみてください。


  


  ◆津波被害を受けた小名浜は今、どれくらい復興しているのか 〜ショッピングモールの場合


  （2012年3月6日 J-WAVE『JAM THE WORLD』「BREAKTHROUGH！」より）


  出演：馬上忠一郎（タウンモールリスポ名店街協同組合理事長、生花店「花季屋」店主）、高橋杏美（『JAM THE WORLD』リポーター）、津田大介


  企画構成：きたむらけんじ（『JAM THE WORLD』構成作家）


  



  高橋：J-WAVE『JAM THE WORLD』。今回は特別編として、福島県いわき市の港町・小名浜におじゃまし、現地の方のお話をお届けします。最初のゲストはショッピングモール「タウンモールリスポ」[*1] の名店街協同組合理事長で、生花店「花季屋」[*2] 店主の馬上忠一郎さんです。馬上さん、よろしくお願いします。


  馬上：よろしくお願いします。


  津田：震災が起きてから、僕はいわき市を10回以上訪れています。小名浜は中でも津波の被害がひどかった地区ですから、僕も港のあたりを中心に何度かおじゃましました。でも、繁華街に来るのは初めてです。このへんは震災後、どんなようすでしたか？


  馬上：おっしゃるとおり、小名浜では港の観光施設がだいぶひどい被害を受けました。けれど街全体としては、さほど大きな被害はなかったです。津田さんたちにもご覧いただいたように、街そのものには震災前とさほど大きな変化はありません。津波と地震による被害が一部であった、という程度でしょうか。


  高橋：震災前と震災後では、街の人通りや景気に変化はありますか？


  馬上：さすがに震災後は街が地盤沈下したこともあって、人口も流出しました。ご存じのように福島県は広くて、奥羽山脈と阿武隈山地によって大きく3つに区切られています。ここは海寄りの「浜通り」。震災後1カ月ぐらいまでは山脈に挟まれた「中通り」に避難する方たちも多かったですね。でも、その方々もいわき市に戻ってきまして、経済のほうは5月ぐらいから徐々に回復してきました。リスポの名店街でも、半数以上のお店が震災前の売り上げを超えるような状況になってきました。被災してモノをなくした方がリスポで買ってくださった、というのが大きいようです。


  津田：いわき市から福島第一原発まで、だいたい50〜60キロぐらいですよね。リスポが思ったより早く回復したのは、いわゆる復興需要があって、原発作業員の方たちが多く利用したからなのでしょうか？


  馬上：はい。原発に働きに行く方が来てくださっています。それから小名浜には臨海工業地帯がありまして、被害を受けた工場に全国から助けが来ていたと聞きます。街中のホテルや旅館が満室で泊まれず、1社がひとつのホテルを丸ごと借り上げてしまうような時期も一時ありました。そういう方々が来てくださっていたのではないでしょうか。夜の街も賑わっていたのではないかと思います。


  津田：小名浜は歴史的に、夜の街と繁華街で知られているようですよね。これはいつごろからのことなのでしょう？


  馬上：50年前くらいからですね。小名浜は沿岸漁業の基地になっていますから、海で働く方が休むために必要だったんです。それで東北地方では非常に珍しい「特殊浴場協会」というソープランドの協会がいわきにできました。


  津田：先ほどいわき駅近くの繁華街に行ったら、みなさん「来る人が増えた」と話していました。小名浜の飲食店や歓楽街も、ここ1年くらいで賑わい方が変わってきましたか？


  馬上：いわき駅の場合は震源地に近いこともあり、足を運ばれる方が全国から集まっていて、そのせいで治安も悪くなってきているという話は聞きます。いわき駅から小名浜までは15キロぐらい離れていますので、こちらの住人はあちらにはほとんど行きません。たまに買い物に出かけると、「夜はまっすぐ小名浜に帰ってきたほうがいいよ」なんて言われるくらいです。小名浜では震災後の2011年5、6月くらいから夜の街が活況を呈するようになってきました。


  高橋：馬上さんは生花店の店主ですよね。震災後、街のみなさんがお花を買う余裕が出てきたのって、いつごろからでしたか？


  馬上：昨年の10月ぐらいからですかね。お客様に話を聞くと、せっかくお花を飾っても、震災後しばらく続いた余震で花瓶が倒れて水がこぼれてしまうことがあって、買い控えていた方が多かったようです。その間は、花の需要がちょっと低かったですね。10月ごろになると、避難されている方たちにも、ささやかにお花を飾る余裕が生まれてきました。今では例年並みか、それ以上の需要になってきています。


  津田：馬上さんは3.11のとき、リスポにいらっしゃったんですか？


  馬上：はい、おりました。


  津田：このあたりだと相当揺れたでしょうね。いかがでしたか？


  馬上：地震が起きたときは、まず自分のところの従業員を駐車場に避難させました。その後、もう一度リスポに戻り、館内にいた他店の店主・従業員に、即刻自宅に避難するよう伝えました。そして念のため、夜暗くなるまで館外を点検してから、自宅に戻りました。


  津田：点検をしている間、おそらく津波が押し寄せたのではないかと思います。そのあたりの情報は、どのようにして入手しましたか？


  馬上：館内には情報がほとんど入りませんでした。知り合いが海の近くにいたので、日中、店から抜けだして、そちらの様子を見に行ったんです。すると驚くほど道路が湿っていて、そのとき初めて津波が来たことに気づきました。その地点から海までは直線距離で500メートルくらいです。この距離まで津波が来たんだなと……でもこれで津波は終わりだろうと思い、館外の整備に戻りました。すると夜の8時前、大きな津波がまた小名浜にやってきました。ちょうど満潮が重なって、規模が大きくなったようです。


  津田：馬上さんのご自宅は無事だったんですか？


  馬上：かろうじて無事だった、という感じです。リスポ館内では「津波が来るので避難しなさい」という消防団のアナウンスが流れていたし、自宅の近所の人たちはみんな高台に避難していたようでした。しかし私はそのあたりの状況を掴みかねていて、夜8時に自宅に戻ったんです。すると、先ほどご説明した津波が突然襲ってきました。自宅のすぐ前を流れている川から高さ1メートルほどの波がきて、玄関のタイルまで水が浸水して自分の認識の甘さにぞっとしましたね。この津波で家が壊れたり、床上浸水したりなどの被害もあったと聞いています。私の家は、普通より1メートルほど土台を高くしていたということもあり、なんとか難は逃れました。


  高橋：リスポに入っている各店舗が営業を再開したのはいつごろからですか？


  馬上：震災の翌日から営業できる店だけ開けるようにしました。建物があって品物があるんだから、どんどんいこうと。幸い震災後2日間ほどは、なんとか水が供給できたので、お惣菜屋さんや薬屋さん、果物屋さん、案内所の一部など、食関係のお店を中心にできる限り営業してもらいました。水が止まってからも、薬屋さんをはじめとする4、5店はがんばって営業を続けました。ガソリンがなくて従業員が自動車通勤できず、営業できないところもあったけれど、お店を開けられるところから順番に何とかして、震災から2週間後には、90パーセントほどのお店が再オープンしていました。


  高橋：震災をきっかけに閉店してしまったお店はありましたか？


  馬上：リスポにおいては、ありません。むしろ震災以降、お店の数は増えていますね。


  津田：震災後のほうが売上も伸び、お店の数も増えているリスポは地元密着型のモールだけに、この傾向は喜ばしいですよね。


  馬上：各店舗の店主や従業員の方々ががんばってくれているので、私もなるべく声をかけるようにしているんですよ。「売上どう？」「今月はがんばった！」と。お客さんからも「営業してくれてうれしい」というありがたい言葉をよくいただきます。震災直後はガソリンがなかったから、若いお母さんが6キロメートルぐらいの道のりを歩いて子どものために薬を買いにきたこともありました。


  津田：震災直後はほかに営業しているお店も少なかっただろうし、地元の人たちにとってリスポの存在は心強かったでしょうね。


  馬上：リスポの館内には「シミズストア」というスーパーがありまして、震災直後には食べ物や生活用品を求めて行列ができていました。並んでいる人に話を聞くと、「親戚の○○さんが見つからない」「今どこに避難している」という身近な情報交換を、ここで行っていたみたいなんです。当時は宮城県と岩手県の状況ばかりがテレビで報じられていて、福島県の小名浜地区、平地区といったこのあたり一帯の状況については、ほとんど情報が流れてきませんでした。代わりにここが近隣住民の情報源になっていた。その話を聞いて、「是が非でも営業を続けなくては」と思いましたね。


  津田：リスポはショッピングモールというより、昔ながらの商店街みたいですよね。だからこそ人が集まって、情報交換できるコミュニティとして機能した。


  馬上：「うちが元気になれば、小名浜が元気になる」。私たちはこう考えていますし、私自身も朝礼で再三そう言ってきました。リスポは前身の小名浜名店街のときから数えると、今年で43年目を迎えます。[*4] 周りに大きなお店ができてもがんばっていられるのは、みなさんのおかげですからね。


  津田：小名浜には海寄りに、「いわき・ら・ら・ミュウ」[*5] といういわき市観光物産館がありますよね。あそこも震災時、津波による被害を受けて1階部分がほぼ壊滅し、ずっと営業停止していました。でも、昨年11月末にリニューアルオープンして以来、ずっとがんばっています。ら・ら・ミュウがオープンしたのは1997年。今まで棲み分けが大変だったんじゃないですか？


  馬上：そうですね。何度も危機はありましたが、なんとか乗り越えてきました。しかも行政の発表によると、今度は小名浜にイオンモールがやってくるという話もあります。[*6]


  津田：これはいわき市が震災前の2010年12月9日に発表した「小名浜港背後地開発ビジョン」という再開発計画に基づくものですよね。[*7] リスポやら・ら・ミュウがある「小名浜港背後地」と呼ばれる地区。ここを開発する事業協力者をいわき市が公募し、[*8] 2012年12月にイオンモール株式会社が選ばれました。[*9] 今後、「いわき“絆”プレイス」をコンセプトにした大型ショッピングモールを2015年度をめどに建設予定だそうですね。


  馬上：はい。バカでかい大型店ができるというので、私も最初は市長に噛みついたりしました。「うちは43年も小名浜のかまどを守ってきたというのに、もうお役御免なんですか？」と。なにせ今度のショッピングモールは、リスポから300メートルのところにできるそうですから。でもよくよく考えてみたら、小名浜に住む人たちが、どうしてもそういうお店がほしいということであれば、われわれが子どもみたいに反対するのも違うかなと思い始めました。市長はこのショッピングモール建設を福島県の復興事業の一環として打ち出していますし、それはそれでいいだろうと。


  津田：そのショッピングモール目当てで来た人が、ついでにリスポを訪れるような導線が引けたらいいですよね。


  馬上：そうですね、少しでも来てもらえればいいと思います。イオンモールさんとはすでに3、4回席を設けていて、「お互いできることを共有しながら、がんばっていきましょう」と話し合っています。あとは復興事業も兼ねて「小名浜港からリスポや街まで、1本で行ける道路を作ってほしい」と行政のほうに提案しています。ピンチをチャンスに変えようじゃないかと。交通の便がよくなれば、だいぶいろいろ変わってきます。私たちも能天気なわけではないですし、心配はいっぱいしていますが、プラス思考で考えていきます。


  津田：小名浜では基本的に漁業と観光水族館の「アクアマリンふくしま」[*10] などに代表されるものが2大産業だったわけですよね？


  馬上：あとはもう一つ、工場を軸とした装置産業も今は盛んですね。


  津田：繁華街や飲食店は、ここ半年ぐらい潤ってきています。一方、海洋が放射能に汚染された漁業では、水揚げされた魚も出荷できず、大打撃を受けたままですよね。観光面でも、震災後しばらく休館していた「アクアマリンふくしま」は2011年7月15日に再オープンしたものの、客足はまだまだ回復していないと以前取材したときに聞きました。観光・漁業・工場これら小名浜の主要産業がかなりダメージを受けている現在の状況を、馬上さんはどう見ていますか？


  馬上：私どもは、「福島の復興はいわきから、小名浜からだ」を合言葉にがんばっています。観光のほうでは、アクアマリンふくしまががんばっていますけど、館長の話によると、お客さんの数は従来の3分の1程度。ほぼ福島県内からのお客さんしか見込めないとのことです。それから漁業はもう壊滅的です。小名浜のおいしいお魚が水揚げされませんので、魚屋さんも仕事にならず、そうとうひどい状況になっていると思います。行政も小名浜港の重要性を理解してくれていますが、地震で50センチほど地盤沈下したので、港の一部は今でも使えません。岸壁防波堤の修復は急ピッチで進められています。


  高橋：震災から1年が経とうとしています。震災前を100とした場合、タウンモールリスポは、どれくらい復旧してきていると思いますか？


  馬上：売上的には、10〜20くらいの上積みがあると思います。お店が増えたということもありますけど。


  津田：小名浜という街全体で考えると、今のところ、どのくらいですか？


  馬上：おそらく80ぐらいですかね。港の状況が厳しいですから。本町通りの商店街で閉店したところはそれほどないのですが、港に近いほうで津波被害をこうむったお店は、完全に壊してしまいました。地震で解体しなければいけないお店もそれなりの数あったようです。ですから、それこそ80ぐらいが妥当ではないかと思います。


  津田：「漁業」だけに絞ると？


  馬上：20も復旧していれば、いいほうだと思います。残念ですけど。


  高橋：最後に、番組を聴いているリスナーに、何かメッセージをいただけますか？


  馬上：震災や津波がありましたが、小名浜も徐々に復興しています。港にはわれわれも深くかかわっていますし、みんなで手を取り合って、賑やかな小名浜を作っていきたいと思っています。どうかみなさま、お気軽にお越しください。放射線の線量はとても低い [*11] ので、安心してくださって結構です。イオンモールが建設計画中のショッピングモールは、先ほど津田さんのお話にもあったように、2015年をオープンの目途としているそうです。これから3、4年後、リスポががんばってこの状況を乗り切っていたら、またぜひ番組にお呼びいただきたいです。どうもありがとうございました。


  津田：本日は貴重なお話をありがとうございました。


  [*1] http://www.respo.ne.jp/index.shtml


  [*2] http://www.fujitv-flower.net/fukushima/07971902.html


  [*3] http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E9%80%9A%E3%82%8A


  [*4] 小名浜名店街がオープンしたのは1969年。同商店街が1997年9月5日にリニューアルし、「タウンモールリスポ」となった。


  http://www.respo.ne.jp/gaiyo.html


  [*5] http://www.lalamew.jp/index.php


  [*6] http://www.nikkei.com/article/DGXNASFB15014_W2A210C1L01000/


  [*7] http://www.city.iwaki.fukushima.jp/machi/toshi/4855/009694.html


  [*8] http://www.city.iwaki.fukushima.jp/ricchi/012975.html


  [*9] http://www.aeonmall.com/upload/1324879667.pdf


  [*10] http://www.marine.fks.ed.jp/


  [*11] 小名浜付近の空間線量は、以下のサイトなどで確認できる。


  「相馬港及び小名浜港内の放射線量測定結果」


  http://wwwcms.pref.fukushima.jp/pcp_portal/PortalServlet;jsessionid=8215378A5A996D3B981DAC7335FE2FA6?DISPLAY_ID=DIRECT&NEXT_DISPLAY_ID=U000004&CONTENTS_ID=24194


  「放射線モニタリング情報」


  http://radioactivity.mext.go.jp/map/ja/index.html


  ▼馬上忠一郎（もうえ・ちゅういちろう）


  1949年、福島県いわき市小名浜生まれ。東京都立園芸高校卒業後、造園会社で勤務。その後、生花の販売を手がける有限会社花季屋へ入社し、1995年、同社の代表取締役社長に就任。1996年には小名浜名店街協同組合の理事に就任する。同組合の副理事長を経て、2008年、理事長に就任した。

  


  ◆津波被害を受けた小名浜は今、どれくらい復興しているのか〜ソープランドの場合


  （2012年3月6日 J-WAVE『JAM THE WORLD』「BREAKTHROUGH！」より）


  出演：馬上嘉則（和風湯房いとはん社長、いわき特殊浴場協会会員）、高橋杏美（『JAM THE WORLD』リポーター）、津田大介


  企画構成：きたむらけんじ（『JAM THE WORLD』構成作家）


  



  高橋：J-WAVE『JAM THE WORLD』。今回は特別編として、福島県いわき市の港町・小名浜におじゃまし、現地の方のお話をお届けします。続いては、いわき特殊浴場協会の会員で、ソープランド「和風湯房いとはん」の社長、馬上義則さんにお話を伺います。馬上さん、よろしくお願いします。


  馬上：よろしくお願いします。


  津田：小名浜といえば、東北の中でも珍しく、歓楽街が有名ですよね。まず、小名浜はどういう街なのか、街の歴史も含めて教えていただけますか？


  馬上：小名浜はもともと港町です。マグロやカツオの大型漁船がたくさんあって、半年や1年単位で漁に出る船乗りたちがいます。彼らが陸に帰ってきた時に楽しめるように風俗街が発展していったそういう背景があります。


  津田：では、小名浜における風俗街の歴史はかなり長いということですね。


  馬上：そうですね。こういう特殊浴場ができて、40年以上は経っているのではないかと思います。


  高橋：震災前の景気やこのあたりの人通りはどうでしたか？


  馬上：震災前はこの港町に、年間250万人以上の観光客が訪れていました。[*1] 近くにあるいわき湯本の温泉街 [*2] もかなりの集客力を誇っていました。


  漁業も盛んでしたし、船乗りや漁師のみなさんもいて、街も賑わっていましたね。


  高橋：震災後の状況はいかがですか？


  馬上：もちろん津波や地震の被害もありましたが、いちばんの痛手は、原発事故による風評被害ですよね。これでかなりの打撃を受けたと思います。小名浜は放射線量そのものは比較的低いけれど、観光客がまったく来なくなってしまいました。


  津田：原発の復旧作業に携わる人たちが、湯本温泉を復興するため、あのあたりに泊まっていると聞いています。


  馬上：湯本の温泉宿は、観光客がまったく見込めないため、完全に第一原発復旧作業の最前線基地作業員の人たちの宿舎と化しています。


  津田：作業員のみなさんも、小名浜によく遊びに来るのでしょうか？


  馬上：本格的に復興作業が始まった4月以降、3カ月くらいは、歓楽街もかなり賑わっていたんです。けれど、伝え聞くところによると、東電の作業員にその後、外出禁止令が出たみたいです。今では作業員の方たちが夜遊びしている姿は、ほとんど見かけなくなってしまいましたね。


  高橋：一時は「被災地が復興バブルに沸いている」なんていう報道もありましたよね。


  馬上：去年の8月から9月の頭ぐらいまでは、飲み屋さんやわれわれのような風俗関係も賑わっていました。ですが、先ほどお話ししたような事情があるからか、その後はパタッと客足が途絶えてしまいまして……。


  津田：東電の作業員に外出禁止令が出たらしいというのは、何かトラブルや問題が起きたからなのでしょうか。


  馬上：小名浜から10キロちょっと離れたところに、いわき市の中心の「平（たいら）」という地区があるんですね。そちらの歓楽街も作業員の方たちでそうとう賑わったらしいのですが、傷害事件などの問題が多発したこともあって、東電から外出を控えるよう通達が出たと聞いています。


  高橋：少し遡りますが、3.11の震災当日は、馬上さんのお店もかなり被害があったのでしょうか？


  馬上：そうですね。ご存じのように14時46分に地震が起きて、その後に津波が襲ってきました。小名浜港はかなり整備が行き届いていて、沖には二重三重に防波堤があるんです。しかし、5mを越す高さの津波 [*3] がやって来て、防波堤でだいぶ勢いも消されたとはいうものの、私どもの店も1階はほぼ水没してしまいました。


  高橋：震災時、お店は営業中だったんですか？


  馬上：営業中でしたが、従業員もお客様もすぐに避難させたので、津波が襲ってきたときは中に誰もいない状態でした。でも、店内は完全に津波にやられてしまいましたね。


  津田：お店は海からどのくらいの距離ですか？


  馬上：だいたい50メートルほどだと思います。


  津田：海からすぐですね。津波は防災無線や警報で感知したのでしょうか？


  馬上：残念ながら警報はなかったです。停電が起きたことなどから、非常事態だと察知しました。その後、ラジオを聴いていた人たちが「津波がくるぞー！」と叫んでいたのを聞いて、私どもの従業員も避難したという流れです。


  津田：馬上さんは地震の瞬間、どちらにいました？


  馬上：私はたまたま店を留守にして、少し離れた地域で車を運転していました。緊急地震速報が鳴った瞬間は、まさかこんなに大きな地震が来るとは思わなかったです。でも、直後に車が引っくり返るような揺れに見舞われ、急いで店に駆けつけました。車の中で聴いていたラジオでは、当初「3メートルの津波がくる」と言っていたんです。小名浜港沖には防波堤があるし、それくらいなら大丈夫だろうと甘く見ていました。けれど、津波が店のほうに近づくにつれ、どんどん高くなっていきみんな油断して避難していなくて、追いかけてくる津波から大慌てで逃げだした、という状態でした。


  津田：となると、危機一髪だったんじゃないですか？


  馬上：はい。ただ津波の第一波と第二波は、それほど高くなかったんですよ。満潮と重なった第三波が相当強烈でした。


  津田：それで港のほうも大きなダメージを受けたと。


  馬上：そうですね。港やお店で大きな被害を受けたところは、第三波によるものが大きいです。


  津田：お店の1階が水没してしまったということは、しばらくの間、営業できるような状態ではなかったのではないかと思います。苦労も多かったのではないですか？


  馬上：小名浜には、18店舗のソープランドがありました。震災前は臨海工業地帯の工場から出る排熱を利用してお湯を沸かし、パイプで店まで配湯していたんです。


  津田：工業地帯のお湯をもらうソープランドもある意味、地元の産業と


  「共生」していたわけですね。


  馬上：われわれだけでなく、一般家庭もみんな、お風呂には配湯を使ってたんですよ。でも、その配管は地震や津波でズタズタになり、配湯施設も津波でなくなってしまった。店舗の損壊ももちろんたいへんでしたが、ボイラーのようなお湯を沸かす施設を新たに入れるのに、みなさん四苦八苦したと思いますね。


  津田：そういった施設が復旧する見込みはあるんでしょうか？


  馬上：復旧は無理だということで、配湯を行っていた配湯会社は解散してしまいました。私どもでは、お湯をなんとか自前で調達しなければならなくて、ガスの湯沸かし器を5台導入したんです。でも、当時総理大臣だった菅直人さんが「8月のお盆の時期までに被災地に仮設住宅を建設する」と豪語した [*4] ため、ボイラー設備も全国各地の仮設住宅に優先して回されて、こちらにはほとんど届かないという状態でした。手に入れるまで、苦労しましたね。


  津田：いわき市も被災地ではあるわけですが……。


  馬上：もちろんそうなんですけどね。ボイラー設備についていえば、放射能の影響で、いわき市まで資材を運んでくれる業者さんがいなかったんですよ。私は昼間、自動車販売の仕事をしています。けれど、オークションで車を買って、車両運搬を頼んでも、キャリアカーの運転手が放射能を怖がって、水戸までしか運んでくれないんです。そんな感じでしたから、ほかのお店も湯沸かし器の入手には、そうとう苦労したと思いますね。


  高橋：営業再開まで、どれくらい時間がかかりましたか？


  馬上：早めに復活したお店でも、約2か月はかかったと思います。


  津田：となるとその間、小名浜一帯は閑散としていたのではないですか？


  馬上：このへんは本当にゴーストタウンになっていましたよ。沿岸地区は津波で浸水した建物ばかりで、人もまったくいない状態でした。信号がついたのもつい最近。電気もほとんど通っていなくて、夜中なんて真っ暗で怖かったです。


  高橋：お店の女の子たちは休業期間中、どうしていたのでしょう？


  馬上：まずはお店の片づけに来てもらって、意思の疎通を図りながら、お店の復活を目標に一同で努力してきました。辞めた女の子もいますが、ほとんどが残ってくれまして。おかげさまで「和風湯房いとはん」は、去年の6月末にリニューアルオープンできました。うちのお店は比較的みんな戻ってきてくれたけど、若いソープ嬢は震災後、関東や関西に逃げちゃった子が多かったですね。ほかのお店は女の子の確保に今でもそうとう苦労していると思います。新たに募集をかけても、まったく集まらないから。


  津田：小名浜のソープランドでは、女の子の出身地はどのあたりが多かったですか？


  馬上：基本的には地元の子が半分。あとは東京など関東の子もいましたし、福島市、郡山市、福島の県央からも結構多かったです。中には子どものいる女の子もいたんですよ。そういう子たちは放射能が子どもに与える影響を不安視して、みんな避難しちゃいましたね。沖縄まで逃げた子もいます。


  高橋：水没してしまったお店の1階を修復するための資金は、どうやって調達されたんでしょうか？


  馬上：震災直後は、国や行政が何かしらの制度融資をしてくれると思っていました。それで県に申請してみたのですが、風俗産業にはお金を貸さないという内規があるらしく、残念ながら借りられませんでした。最終的には地元の信用金庫さんにお願いして、何とか融資していただきました。今の状態まで直すのに約2000万円かかりましたね。津波で入り込んだ汚泥の匂いがすごかったんですよ。まずは床板を全部剥がして、汚泥を取り除くところから始めました。


  高橋：同業者の方々も、みなさん同じような状況だったのでしょうか。


  馬上：津波が入ってきたのは、海に一番近い私どもの店だけだったんですよ。もちろんほかのお店も、それぞれ別のことで大変だったのではないかと思います。


  高橋：お店を全部立て直すという考えはなかったのですか？


  馬上：いわゆるソープランド「特殊浴場」は、昭和40年代の時点で営業の許可をとり、店舗の構造などを申請しています。現在は風営法や各地方自治体の条例等により、日本全国ほとんどの地域でソープランドの新規出店は許可が下りません。その関係で、建物の構造を変えて建て直すことができないというのが現状なんです。ですから同業のみなさんも、古い建物を改修するかたちで何とかしのいでいます。


  高橋：お店を取り巻く状況は厳しい、ということですね。これは国がソープランドを減らしていこうと考えているからなのでしょうか？


  馬上：う〜ん……そのあたりは私どもにはわかりません。営業そのものが全面的に禁止されているわけでもないですし、多分、社会的に必要な業種だと見なしてくれているとは思うんですよ。ですから、完全になくすということはないと思います。ひとまず現状は今お話ししたとおりです。


  津田：小名浜には全部で何軒くらいソープランドがあるんですか？


  馬上：震災前はだいたい18軒くらいあったんですけど、5店舗ほど止めてしまいましたね。結局みんな古い建物でやっているので、津波被害を受けたのではなく、地震で崩れてしまったんです。それから先ほどもお話ししたとおり、お湯の手配が一番の問題です。そうとうのお湯を使いますので。


  津田：震災から1年が経とうとしています。馬上さんは小名浜一帯の復興は、どの程度進んだとお考えですか？


  馬上：震災前は、湯本温泉に泊まりに来る観光客と漁業関係者がお客様の割合の3分の2くらいを占めていました。現在はそういったお客様がパタリと来なくなり、地元近隣の方が訪れてくださっている状況です。どれくらい復興したかをお客様の数から考えるなら、まだまだ全然だと思います。震災前の小名浜を100とすると、復興度合いは2割、3割といった状況ではないでしょうか。


  津田：風俗街に話を絞ると、割合はどうでしょう？


  馬上：1割、2割くらいですね。売上はそれくらい沈んでいると思います。


  津田：ニーズの増減はあるかもしれませんが、風俗産業は今後も社会的に必要とされる産業だと思います。この先、この仕事を続けていくにあたって、どのような不安がありますか？


  馬上：実は不安よりも期待のほうが大きいんですよ。この小名浜地区、それも私どものお店のすぐ近くに、イオンモールの大型商業施設が2015年度をめどに進出することが決まっています。年間でおよそ1000万人ほどの集客を目指しているそうです。[*4] 今後は港湾の整備も進み、世界で初めてという浮体式の洋上風力発電所も、小名浜港を拠点にいわき市沖に作られます。[*5] 加えて、小名浜港の先に人工島を造成し、物流機能の強化を目指す「ポートアイランド構想」といったプロジェクトも動いています。[*6] それに今後、放射能の除染では、いわき市が最前線基地になるでしょう。そうなれば、新たな人の流れも当然生まれます。こうした変化によって、新たな顧客の獲得が見込めるんじゃないかと期待していますね。


  津田：そうした人の流れを地域に呼び込めるかどうかは、観光と漁業といった産業の柱がどの程度復活するかによって違ってくるんでしょうね。


  馬上：新聞などでも言われていますが、われわれ地元の人間は、そうとう遠い将来まで漁業の復活は難しいと思っていますね。[*7]


  津田：漁業に関しては、それだけ壊滅的な被害を受けていると。福島第一原発の近くの海となると、風評被害もまだまだ長引くでしょうしね。そうなると、観光面での復興が期待されます。この歓楽街一帯も、立派な観光資源といえますよね。


  馬上：そうですね。小名浜は「東北では一番の風俗街」と呼ばれ、その歴史が40年以上続いてきています。これはひとつの文化になっていると思いますので、これからもなんとか続けていきたいです。


  高橋：最後にひとつ。この番組のリスナーに、何かメッセージをお願いします。


  馬上：福島第一原発の事故は、まだまだ収束していないと思います。けれど小名浜は、比較的放射線量も低いです。私は実際、店の周りで放射線量を毎日測っていますが、現在はおよそ毎時0.08マイクロシーベルトほどと低くなっています。ぜひ観光にお越しください。


  津田：僕からもいいですか？ 小名浜のソープランドは1回につき、だいたいいくらなんですか？


  馬上：60分で総額1万6000円です。いわき特殊浴場協会の加盟店は、どこもこの料金設定ですね。


  津田：安っ！ 東京の吉原とかと比べると3分の1くらいですね！（笑） 本日は貴重なお話を、どうもありがとうございました。


  [*1] 小名浜の中でも集客力を誇るのは水族館「アクアマリンふくしま」やいわき市観光物産センター「いわき・ら・ら・ミュウ」が集まる「アクアマリンパーク」と呼ばれる地区で、年間250万人が訪れるとされている。


  [*2] http://www.iwakiyumoto.or.jp/


  [*3] http://jp.wsj.com/japanrealtime/blog/archives/6091/


  [*4] イオンモールが果たして復興に役立つかどうかについては、疑問の声も上がっている。


  http://wpb.shueisha.co.jp/2012/03/15/10197/


  [*5] http://www.sankeibiz.jp/business/news/120307/bsd1203070501001-n1.htm


  [*6] http://www.umeshunkyo.or.jp/202/252/data2.html


  [*7] いわき市小名浜で今年5月21日、初めて水揚げされたカツオの卸値は、翌22日の東京・築地市場で例年の相場の4分の1程度に留まった。


  http://www.minpo.jp/pub/topics/jishin2011/2012/05/post_4023.html


  ▼馬上嘉則（もうえ・よしのり）


  1962年、福島県いわき市小名浜生まれ。自動車販売業のかたわら、東日本大震災後、実家のソープランド経営を受け継ぐ。

  


  今回の取材がきっかけとなったお芝居が上演されます。作・演出は津田メルマガでもおなじみのJ-WAVE『JAM THE WORLD』の構成作家、きたむらけんじさんです。舞台は小名浜のソープランド。小名浜のソープ嬢と漁師の関係、復興と風俗店の意外な関係とは？ 人生は「泡」を避けて通れないその言葉の意味とは？ 劇場に足を運んでお確かめください！ 今号のプレゼントコーナーで2名様にチケットをプレゼントしています。


  ■劇団 東京フェスティバル第10回公演 「泡」


  開催期間：2012年7月11日〜16日


  会場：下北沢OFFOFFシアター


  料金：全席指定4500円（前売・当日）


  http://www.tokyofestival.com/


  参議院文教科学委員会参考人招致違法ダウンロード刑事罰化をめぐる津田大介の意見・質疑応答

  


  


  この6月19日午後、僕は参議院文教科学委員会の参考人質疑に呼ばれ、インターネットユーザー協会（MIAU）の代表として、そしてダウンロード違法化を決めた文化庁審議会で1人反対の立場を貫いた委員として、違法ダウンロード刑事罰化に関する意見を述べてきました。


  衆議院ではほとんど議論のないままに委員会で採択され、本会議で可決されてしまったので、参議院で意見を述べる機会を設けてもらえたこと自体は、非常にありがたく思います。しかし、違法ダウンロード刑事罰化を含む修正案については、慎重であるべきという僕らや日本弁護士連合会の意見が反映されることなく、6月20日の参議院文教科学委員会で採択、そして参議院本会議で可決されました。


  6月19日の参議院文教科学委員会の参考人質疑で僕が伝えた意見と、委員との質疑で話したことをそのまま掲載します。参考人質疑はパソコンと携帯電話の持ち込みが不可だったため、一部細かいデータに不正確な部分があります。細かく注釈を付けましたのでそちらと併せてご覧ください。

  


  ◎参議院 文教科学委員会 参考人質疑◎


  ■日時：平成24年6月19日（火）午後1時から午後3時


  ■場所：参議院分館2階 第22委員会室


  ■案件：「著作権法の一部を改正する法律案」


  



  ■参考人：


  岸博幸（慶應義塾大学大学院 メディアデザイン研究科教授）


  市毛由美子（日本弁護士連合会事務次長 弁護士）


  久保利英明（日比谷パーク法律事務所代表 弁護士）


  津田大介（一般社団法人インターネットユーザー協会 代表理事）


  



  ※文教科学委員会所属の議員一覧は、以下のウェブサイトでご覧いただけます。


  http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/konkokkai/current/list/l0068.htm

  


  野上浩太郎委員長（自民党）：ただいまから文教科学委員会を再開します。


  委員の異動についてご報告いたします。本日、蓮舫君が委員を辞任され、その補欠としてはたともこ君が選任されました。


  休憩前に引き続き、著作権法の一部を改正する法律案を議題とし、参考人の方々からご意見を伺います。この際、参考人の方々に一言、ご挨拶を申し上げます。本日は、ご多忙中のところ、本委員会にご出席いただき、誠にありがとうございます。参考人のみなさまには、忌憚のない意見をいただきまして、本案の審査の参考にさせていただきたいと存じますので、どうぞよろしくお願いいたしします。


  本日の会議の進め方でございますが、まず岸参考人、市毛参考人、久保利参考人、津田参考人の順で、お一人15分程度でご意見をお述べいただきます。その後、各委員の質疑にお答えいただきたいと存じます。なお参考人、委員とも、ご発言は着席のままで結構でございます。それではまず、岸参考人からご意見をお述べいただきます。（岸参考人、市毛参考人、久保利参考人の意見は割愛）次に、津田参考人、お願いいたします。津田参考人。


  津田：みなさん、よろしくお願いします。津田と申します。


  すいません。まず最初に、こんな不謹慎な金髪をこんなところに呼んでいただいてありがとうございます。


  我々、僕個人としては、インターネットユーザー協会 [*1] というものの代表として来ていますが、インターネットユーザーの声を代表して語ることは、非常に難しいんですよね。


  インターネットユーザーって、今9500万人 [*2] いますから、もう国民のほとんどが利用しているような情報環境になっているという中で、そんな人たちのすべての声を代弁することはできないのですが、ただ、インターネットユーザーの、ある種の一つの声であり、そして、僕個人がですね、実はこの問題と非常に深く関わっておりまして、もともとこの2010年の著作権法改正を決めた、2006年から2009年に文化庁のほうで、私的録音録画小委員会 [*3] という、審議会がありましてですね、僕はそのメンバーで、このダウンロード違法化刑事罰化の前の違法化というものを決定する、そこに委員として携わっていた一人としてもですね、非常にこの6年ぐらいこの問題に携わってきたという立場から、今日はお話しさせていただければなと思っています。


  まずこの問題、先に立場から表明していきますと、僕個人そしてインターネットユーザー協会は、刑事罰化には反対という立場です。


  いろいろな考え方はあると思うのですが、僕が思い出すのは、2006年から2009年に、この議論をやっている、まさに文化庁の審議会の中で議論をしている時に、今回、みなさん、日弁連さんや僕らが提出した資料の中の、こういった懸念点、「無辜（むこ）[*4] のユーザーが間違って逮捕されてしまうんじゃないか」というような懸念点というのは、ずっと議論してきたんですよね。まあ3年、本当だったら1年で決めるようなところを3年間、期間延長してやってきたので、相当慎重に議論してきた、という思いが僕の中にもあります。


  僕個人はその審議会の中で、「ダウンロードを違法化する必要はないのではないか」という反対の立場をとっていたのですが、それでも、さまざまな懸念点を出すことで、それをみなさんで議論して精査することで、懸念点に対する保護みたいなものというのは、議論していく中でずいぶんケアされていったのかなと。まあそれなりに妥当な結論になったなというふうに、それは覚えています。


  その意味で、僕もこの問題には思い入れが強いんですが、その時にまさに2006年から2009年、じゃあインターネットの違法なファイルを、音楽や動画をダウンロードするのを違法化しようという時に、「刑事罰をつけるのかどうなのか」ということも当然議論にあがったんですね、議題にあがって。


  その時にですね、僕個人は反対の立場であったんですが、「刑事罰はつけない」という案が、事務局そして議論の中に出てきた中で、僕は当時の日本レコード協会の生野さんだったと思うのですが、聞いて、「刑事罰をつけることを要求するんですか」と。まあ当然、レコード協会は当時から刑事罰をつけることは要求してたんですね。


  要求していたんですが、なぜつかなかったかっていうと、やはり委員の中の半分ぐらいは、著作権法関係の関係者、法曹関係者で、そして座長だった著作権法の一番の権威である中山信弘先生も、これはですね、「刑事罰はつけられないだろう」と。なんでつけられないのかというと、単純にこれは、ユーザー個人がダウンロードする、犯した罪や、そこによって損なわれる経済的損益に対して、科す罰が、刑事罰をつけるというのは重すぎるだろうと、ということで、その時は刑事罰はつけられないということが、その時に参加していた法曹関係者の、多分、共通した見解だったんだと思います。


  で、その2009年にその委員会自体は閉じたのですが、そのあと、ずっと毎年定例で開かれている著作権法の、著作権法を審議する法制小委員会 [*5] というのが文化庁にはあってですね、法制小委員会というのはもう委員全員が、著作権法の法曹関係者です。基本的には法学者しかいないのですが、その中でも刑事罰化の要望は、音楽業界からあがっていて、[*6] 当然議題には上ったんですが、ただやはりこれはバランスが悪いということで否定されていて、そして今に至ると。


  そして、そういう意味で言えばですね、やはりこれ審議会に任せて、ある種著作権法の法曹関係者に任したら、これはもうほとんどの人が、それはもうバランスが悪いということで否定しているので、これではもう刑事罰をつけることができないということで、ここ1年2年ぐらいの話として、議員立法が持ち上がって、[*7] 今ここで議論されて、まさに可決されようとしているというのが、一連の流れであるということですね。


  ただ、その法曹関係者が、先ほど、否定されたということは、先ほど日弁連のご意見が表明されましたけれども、そこの日弁連がなぜ反対しているのか、というところにもつながっているということは理解していただければなと思います。


  で、この問題を考える時にですね、僕はもう本当に、今こうして集まっていただいている政治家の先生方のお仕事はですね、非常に大変で、重要なものだと思って日々僕は尊敬しています。これは本当に、僕がこういう政策と関わるようになってから、これは思っている本当に真摯な思いでもあるのですが、やはり政治家の先生方のお仕事って何なのかというと、多様な方々の立場の意見を聞いて、そしてまったく利益が異なる、利害関係が異なるステイクホルダーの意見を聞いた中で、大所高所から、法律、そしてこの国の未来を考えて、政策を作っていく。ある意味僕は政治家の先生というのはメディア的な存在だと思っているのですね。媒介としてのメディアですね。


  いろんなものがあった中で、何かを決定して進めなければいけないというところなのですが、ただこの問題でいうとですね、この問題、じゃあ違法ダウンロード、特に刑罰化の問題ということを考えた時にですね、法曹関係の多くが、これは明らかにバランスが悪いと反対しているということは、これはひとつの事実として、僕は厳粛に受け止めていただきたいな、ということは思いますね。


  僕個人がすごく印象に残っているのが、また2006年から2009年の僕が参加していた審議会の話に戻るのですが、まあ、変な話なんですけど、ダウンロード違法化に関して、僕は、委員が18人いて、1人だけ反対している立場だったんですよね。


  これはもう違法化しなければやむを得ないだろうということが議論の趨勢になっている中、僕は1人で反対ではあったのですが、とはいえですね、その中で、議論した中で、まだある程度落としどころっていうのを探るかたちになって、結論が出てそれが著作権法改正になってゆくというプロセスを経ていったんだと思っています。


  その時にですね、ある意味、一番対立していた委員の方、まさに法曹関係者でどちらかというとエンタメに近い弁護士の先生がですね、その方はダウンロードの違法化には賛成されたんですが、今回、この刑事罰化ということに関しては、僕と一番対立していた方も、この刑事罰化に関しては「あまりにも行き過ぎだ」と、「明確に反対する」ということを、日弁連の集会 [*8] で述べていらしたのですよね。


  非常にそういう意味でも、まさか、この人と同じ意見を同じ場所で述べることになるとはなというふうに、僕個人もですね、非常に感慨深いものがこの前の日弁連の集会であったんですが、非常に大きなそういう問題をですね、政治家の方々に改めて認識していただきたいのは、この問題は議員立法がもともととして提出されたということの経緯も含めてですね、一部の特定業界、今だと音楽業界ですね、音楽業界の意見だけ聞いて、そして今、インターネットの違法ダウンロードによって、非常に大きな被害を受けているという、6800億円近くの被害を受けているという調査結果 [*9] もあるんですが、でも、もともと根本的には、その調査結果自体もやり方が偏っているんじゃないか、という指摘もまたいろいろな学者からも出てきているわけですね。[*10]


  そもそも日本が一番CDが売れてたというのは1998年で、その時にCDが6000億ですから。6000億がピークでどんどん下がってきていて、今2500億まで下がっているわけですね。[*11] 非常にそういう意味では深刻な状況というのがわかるのですが、ただそれ以上の、今までかつて売ったこともない、CDをそこまで売ったこともない、6000億がピークであったのに、それ以上の6800億というものが、違法ダウンロードによって損失が出てきているということ自体が、そもそも数字としては僕は余りにもバーチャル過ぎるのではないのかな、というふうに思いますし、そういったある種、偏った調査結果に基づいてですね、こういった国会で、その偏った調査結果に関して「これってどうなの？」とチェックして、その中で慎重に議論してやっていきましょうよというのが国会の役割だと僕は思っているので、それがチェックなしに進んでいくということには、非常にちょっと残念な部分があります。


  とはいうもののですね、CDが売れなくて、音楽業界が違法ダウンロードに苦しんでいるということは、僕も非常に理解できます。僕自身もずっと音楽業界をもう10年以上、仕事をジャーナリストという立場で見てきて、それは非常に僕も理解できます。


  先ほど、岸さんの方から、音楽業界の厳しい現状をご紹介いただきました、あれはもうほとんど、生の声、現場の声だというふうにも思います。岸さんはもう大学で教えている傍ら、レコード会社のエイベックスの取締役もされているので、その意味ではまさに本当に現場の声というのはよくわかっていらっしゃると思うのですが、僕個人が、じゃあ自分がどうかと。実際僕も音楽大好きです。まあこんな金髪にしているというのもあるんですが。


  音楽好きですし、音楽業界に関わってないかというと、関わっています。音楽の情報を、新譜情報とかを取材して、いわゆる音楽雑誌のウェブ版みたいなものの、「ナタリー」[*12] というものの、それの創業メンバーで、ある意味で言うと、音楽業界が無くなってしまったら僕らの業界というのも無くなってしまうので、非常に困る。本業でいえば基本的には僕はジャーナリストですから、当然、僕が書いた原稿というのも著作権というのが存在するわけですね。著作権がなければ、飯を食えなくなるので、僕も非常に、そういう意味では知財保護とか著作権というのは、非常に重要だとは思っています。


  では、そんな立場なのになんでこの問題に反対するということはですね、やはり根本的な話として、これが、音楽業界の特定の問題だけではなくて、国民の情報のアクセスそのものですね、それに関わってくる非常に大きな、社会全体に影響を与える範囲が大きい問題だから、僕は反対をしているという立場です。


  インターネット、みなさん多分もう使われてない方なんていないと思いますけれども、インターネットってどういう技術かというと、基本的には世界中のパソコンとパソコンをつないで、それを情報を簡単にコピーできるようにすることで、社会全体の情報の公共性を上げていきましょうよという、そういう思想なわけですよね。


  でも、著作権法ってどういう権利かというと、著作権が発生しているものを、他人に勝手にコピーさせないということで経済的インセンティブを与えるという、他人にコピーをさせない権利と、でも情報をコピーしやすくすることによって、それで社会全体の便益を上げていきましょうというインターネット。最初から真っ向からこれ、ぶつかっちゃうわけですよね、インターネットと著作権というのは。


  その中でじゃあどうバランスをとっていこうかということが、インターネットが登場してきた1995年ぐらいから、文化庁中心に、わりと慎重に議論されてきたということがあるのだとは思います。


  これはなかなか難しい問題だと思います。先ほど、岸さんのほうからも、久保利さんのほうからも、「経済的便益も損なわれているだろう」と。「これ、結局のところ万引き犯と同じじゃないか」と。「万引き犯が捕まるのは当然だ」ということで、そのアナロジーでこの問題っていうのは語られがちではあるのですが、これ、半分は正しくてやっぱり半分はちょっと違うところがあるなと僕は思ってまして。


  なぜかっていうと、著作権というのはもともと土地とかモノになぞらえて考えられがちなんですけれども、でも、擬似的な所有権なんですね、著作権というのは。あくまで、土地のような、有体物のような所有権ほど強いものではないし、そもそも社会的な実験みたいなところが強いと。著作物の利用がもたらす便益と著作権者保護のバランスの上で、そこで成り立っている。だから権利制限 [*13] というのがあるわけですね。


  著作権というのは、たとえばじゃあ障害者利用とか、学校の中では制限していきましょうということが、ある意味でいうと土地の利用権なんかと比べても非常に制限される。これは社会的なバランスをとって決められている、というところがあると。


  そういう意味で、こういったものを変えていくというところでは、非常にやはりバランスをとった議論をしなきゃいけないということがあって、各国の著作権法制度がまったく違って、それぞれが異なる実験を行っているのも、ある意味で言うと国際潮流があるようでないんですよね。


  たとえばじゃあ今回、先ほど岸さんのほうから、「フランス [*14] や韓国


  [*15] でスリーストライク法が、罰則として入れられたじゃないか」って話もありますけれども、ある意味で言うと、スリーストライクというのは何でかというと、2回もしくは3回までは見逃すよという、そういう意味でバッファを設けているんですよね。


  でも今回この刑事罰が通ったらどうなるかというと、これスリーストライクじゃないですから、ワンストライクでアウトなわけですよね。ワンストライクで捕まってしまうという。そういうバッファを設けない。


  そこは法律、刑罰化のもたらす意味合いも異なってくるということも、まず理解していただきたいということもありますし、加えて言うと、たとえば最近の潮流ですと、やはりインターネット、個人がパソコンにダウンロードするというのはやはり、家の中でやるようなものなので、これはもう、そこに関しては違法とするべきではないということが、これは、スイスとオランダでもこういったものは議論になりまして、むしろスイスとオランダは逆に私的ダウンロードに関しては合法化してます、[*16] というような流れもある。


  もちろん、スイスやオランダはどちらかというと、アメリカとか非常にでかいコンテンツ輸出国からコンテンツをダウンロードすることが多くて、あまり音楽とかを輸出することがないというところで、変わってくるということはあるんですが、いずれにせよ、すべての国が、じゃあダウンロードを違法化して刑罰をつけて厳罰化しているかというと、そういうわけではないわけですね。国によって対処の仕方は変わってくるということはまず状況としてあると。


  端的に、そろそろまとめに入りたいのですが、今回のダウンロード違法化、そして違法ダウンロードの刑罰化、一番の問題はどこにあるのか。なぜ僕は、著作者でありながら反対するのかというと、やはりこれは、社会全体に影響が及ぶ著作権法をいじる、ということなんですよね。


  たとえばこれが通ったらどうなるのかというと、もしかしたら、ダウンロード違法化して刑事罰をつけても、効果がなかなか見えないと。であれば、じゃあストリーミングも対象にしましょうと。YouTubeとかで観てるのも、単にパソコンに保存されないものも、刑罰化の対象にしたほうがいいんじゃないかとか。もしくはやはり「情を知って」というのであれば、これがある以上なかなか摘発もできない。「『情を知って』という項目を削除したほうがいいんじゃないか」とか。


  あともう一つ非常に重要な問題としてあるのは、これ、今、音楽と動画だけに限定されてますよね。ただまあこれは実際に著作権分科会、文化庁の審議会なんかでは、なんで音楽と動画だけ特定に保護されるんだと。すべての著作物を保護してくれよ、というふうに、ゲーム業界とかほかの業界からも声が出てきてます。[*17]


  著作権って、いろんなものが保護されますから、いずれこれ、音楽と動画だけではなくすべての著作物がダウンロード刑罰化の対象になる、というような、ある意味で言うと刑罰化がつけば、そこから先っていうのはそこに行きやすくなるということは、可能性としてはあるわけですよね。


  そうなるとどうなるのかというと、まあ考えてみてください。たとえば我々、普段ネットを見てますよね。ネットを見ていて、たとえば「何々新聞の記事があったなー」と思って検索をしてみると。検索をしてみて、それが朝日新聞とか読売新聞とか、彼らが作った記事にぶつかればいいですけど、たまたまそれをコピー・アンド・ペーストしたブログとかを見つけたと。それを資料として使おうと思って印刷しましたと。


  でもそのブログに転載されたものって、明らかに権利者に無許諾のものですから、それは違法ですよね。それを印刷しましたと。みなさんの秘書の方々が、「ちょっとこんな問題があってこういうふうになってます」って言って、たまたま印刷した資料を持ってきた。でもそれ、違法行為になっちゃいますからね。


  たまたま、この綺麗な夕日の画像があったと。「パソコンの壁紙にしたいなー」と思って右クリックで壁紙にするってやったら、これもダウンロードですから、これも違法です。刑事罰もついてしまいます。


  という、これだけ、すべての著作物が対象になって、これから電子書籍なんていうものも本格化するという時に、我々本当に日常的にインターネットで情報をとっている時に、それが違法か合法かというのはわからない状況でとってますし、それが音楽動画以外にも拡大された時に、インターネットのユーザーは今9500万人ってさっき言いましたけど、多分日常的に使うユーザーの、まあ4000万とか5000万とか半分以上が、よく知らないままに違法行為をしてしまう。そういう状況につながる法改正であるということは、非常に理解していただきたいなとも思います。


  そうなった時に本当に、インターネットという情報技術そのものが、国民の情報を「知る権利」[*18] なんかにもつながってくる、非常に重要なものであるという、音楽業界を保護するという議論だけではなく、情報技術そのものに対しての秩序が変わってくる問題であるということですね。


  とはいうものですね、最後になりますけど、僕も、岸さんがおっしゃる立場と実はすごい近くて、日本のコンテンツ産業を守るべきだと思います。守るべきだと思いますし、輸出すべきだと思います。そして、インターネットが特別に、すごい治外法権で何でも自由に違法なことができるよっていう空間であるべきではないとも、僕も思います。


  で、この今回の刑事罰化に関して言えば、もちろん目的は一つだと思うんですよ。コンテンツ業界が、音楽業界が儲かるようにする、これはもう目標ですよね。これはわかります。まったく僕もその目標に関しては、同意するし、進めていくべきだと思う。


  とはいうものの、今回の刑事罰化で、じゃあ音楽業界がCDをたくさん売れるようになるかと言ったら、多分ならないです。下がっていくと思います。


  で、先ほど久保利さんのほうから、これはもう本当に経済問題だという話で、総会屋の話があってですね、[*19] 非常に面白いなと思いながら伺ってたんですけど、総会屋が刑事罰がついたことによって、総会屋は萎縮したわけですよね。萎縮したことによって、企業の便益は上がったと。


  これは経済的効果はあったんですけど、音楽の問題って、これちょっと違うのは、当然、刑事罰になったらみんな萎縮します。ただ、音楽をダウンロードするユーザーはまず総会屋ではないということと、プラスですね、結局萎縮することは同じなんですよね。萎縮したら何をやるのかというと、買わなくなるだけなんですよね、単純に。だからおそらくそれは、そもそものそういう意味で、経済的な問題というのは非常に難しいのかなーと。


  僕はじゃあどうすればいいのか、反対するだけで対案を示さないのはどうなんだ、ということもよく言われるので、対案で言うと、僕これはもう、この問題を解決する目標、コンテンツ業界を伸ばしていくというものの、解決する対案はわりと一つ簡単にあります。何かというと、文化予算を増やすことだと思うんです、これは。これしかないと思います。


  日本の文化予算がいくらかというと、だいたい文化庁の予算は1000億です。


  [*20] 1000億なんですけど、なかなかやっぱりこれ、低いんですよね、これ。諸外国に比べても全然低いです。


  たとえばじゃあ今コンテンツを輸出している、我々今音楽番組を観ると、CD屋行っても、韓国のK-POPがたくさんありますよね。K-POPはもう国策として輸出して、そして外貨を獲得している。韓国の文化予算は今、去年いくらだというと、5000億です。[*21] 日本の5倍かけてます。それだけ彼らは投資してそれを回収しようとして、日本に進出している。


  ひるがえって日本の、じゃあ道路関係予算はいくらだと。今1兆4682億なわけですね。[*22] もう引くかどうかもわからないような高速道路というのはいまだにやっぱり建設して、これ誰も利用しないだろみたいなところに2000億かけてやろうとか言ってるわけですよね。その2000億とか止めて、なんか、文化庁の予算にちょっとでも回す、せめて韓国ぐらい、5000億ぐらい回して、そこで業界を保護していく。


  これ、刑事罰化をやって、多分売上伸びないって最悪ですよね。情報環境に対して悪影響があって、しかも音楽産業も伸びないなんていったら、これはもうある意味でいうと政治の不作為だと思います。


  だから、これは本当に、この予算配分をどうしていくかということを考えるのがまさに政治家の先生のお仕事だと思いますし、僕は文化は保護されるべきだと思うし、そのためには文化庁の予算というのもきちんと、文化庁、「庁」ではなく「コンテンツ省」に上げようなんて議論もありますけど、[*23] そういうところも含めた議論をしていただきたいなと思います。


  ぜひですね、本当にみなさま方にはですね、この問題が音楽業界の特定の問題ではないと。そうではなく、誤った認識を捨ててもらったうえで、社会全体に影響が及ぶ問題である、そういう認識を持ってもらってですね、ぜひ、この問題、拙速に進めるのではなく、僕は5年6年時間をかけて、慎重に進める問題として認識していただいて、ぜひ今回に関しては止めていただいたほうがいいのではというふうに思います。


  長くなりました。以上です。ありがとうございました。


  ◇参考人質疑


  ■森ゆうこ議員（民主党）：津田参考人にお訊きしたいと思います。確かに、インターネットの技術と著作権というものはそもそも相容れない部分があるということは、私もそうだというふうに思いますが、しかしこのインターネットで作られた新たな情報革命というもの、これを後ろに引き戻すということは国民にとって、私は決していいことではないというふうに思います。そういう意味で、私は津田参考人の提起された問題点に共感を覚えるものでございますけれども、本当にこれが情報革命、それによる新たな国民のさまざまな社会的活動、これに対して本当に大きな脅威になるというふうに思いますけど、その点についてもう一言お願いします。


  □津田：多分萎縮効果をどう捉えるかということだと思うんですよね。今回の改正案の危うさがどこにあるのかというと、目標としている海賊版対策、売上増加というものに対して、おそらくこのやり方ではそこまで効果が見込めない。しかし、そうではないろくでもない副作用というものを考えてしまう。


  その一つに萎縮というのがあるんだと思いますね。多分法的にはもうちょっと、今我々が憲法で保証されている通信の秘密とかを犯さずに、警察、この問題で逮捕する時に、刑事罰でやる時に捜査できるんですかっていうこともあるでしょうし、結果それで警察の権限が強くなってしまうんじゃないかというところとか、合法違法両方のファイルが混在する、そして傍目にはわかりにくいインターネットにおいて、無意識にダウンロードしてしまった個人や、とりわけ青少年、この責任をどこまで問うことができるのか、ということもありますし、一番の問題は、何が違法なのかわからない状態になれば、消費者が合法なネットサービスの利用まで敬遠しないのかというのも一つあると思います。


  もちろん、これ衆議院でも議論された中で「周知徹底します」と、今合法なコンテンツに関しては、エルマーク [*24] というものを音楽業界は進めていると言っていますけど、現時点でエルマーク、2年間周知徹底してきたと言ってますけど、実際のアンケート調査なんかだと25％くらいですよね。[*25]


  ある意味で言うと、やるのであれば、周知徹底が非常に終わったと。たとえば8割とか9割、今のインターネットユーザーや青少年がもう知ってるくらいの存在になって、それでもまだ海賊版が減らないというのであれば、刑事罰をつけようと。順番としては、周知徹底をやったけどもダメだったというところで、このままこの法案がもし通ったとして、その後に周知徹底をするというのだと、多分エルマークの認知度って低いままですよね。


  プラスですね、これ日本の業者だったらいいんですけど、海外の業者にはこのエルマークって強制できないですよね。日本のパソコン向けの音楽配信で一番シェアが高くなっているのは、iTunesですよね、アップル。アップルですが、アップルには今、エルマークってついていないですから。もちろんあれは合法であろうとはわかっている。けれども、たまにアップルも審査ミスとかで違法なファイルが混じってしまうこともあったりするんですね。[*26] そういうところをどうするんだということもあるし、周知徹底というのもなかなか現実的に難しい面もある。


  という中で、そこから先に萎縮効果っていった中で、いろいろなユーザーだと、今、ニコニコ動画だとかYouTube、それ以外も含めて音楽家が音楽をアップロードする、そういう情報環境になっている中で、何が合法で何が違法なのかという区分けがどんどん曖昧になっていくんですよね。曖昧になっていく中で、これは法執行の点で、どこまでそれをやるのか、やった時に警察はどう対処するのかというあたりで、やはり消費者が音楽絡みはもしかしたら逮捕されちゃうかもしれないから、だったら音楽以外の趣味に行こうと。


  音楽業界が実際に直面している問題というのは、音楽そのもの、そして違法ダウンロードとの戦いでもあるんですけど、コンテンツ業界って結局ですね、ほかの業界ですよね。娯楽ですから。ほかの娯楽との戦いでもあるわけですよね。でもこうやって、法的リスクがあるんだったら、面倒くさいからもっと楽しい、ほかのサービス、ゲームでもやろうとかいうことになってしまったら、結果的に音楽業界としてもそうでしょうし、そういったところで、インターネット業界自体がですね、そういうサービスでIT業界の産業振興がうちに掲載されているコンテンツは、すべて合法で適正ですと、それは別に契約ベースだったら大丈夫ですよ。契約ベースだったらいいんですけど、ユーザーに勝手にアップロードさせる、まさにニコニコ動画なんかがそうですけど、そういうところでそこを担保できない以上、今度はサービスを運営する側にも非常に大きなリスク、萎縮効果を招く可能性があるといった時に、これからコンテンツ業界だけでなくて、国内のITサービス産業を伸ばしていくのかっていった時に、ここに与える萎縮効果みたいなものも実は無視できないんじゃないかなというふうに考えます。以上です。


  ■山本博司議員（公明党）：私も政治家になる前にIT業界におりましたので、津田参考人、岸参考人に最後にお訊きしたいと思います。このネットビジネスをどう発展、公正化していくか一つの大きな論点だと思いますけれども、そういう意味で津田参考人、この刑罰が国内インターネットサービスの阻害要因になると、特にクラウドサービスとかそういう技術の面の衰退があるというふうな部分でのご指摘がございますけれども、そういう部分も含めてどういう点が成長産業の阻害になってしまうのかという点と、最後に岸参考人はそういったことを踏まえて、このネットビジネス、先ほどお話がありました市場を公正にするために、ビジネスの発展が大事なんだという点を簡潔にお願いします。


  □津田：はい、ありがとうございます。これは岸参考人とも、おそらく意見は同じだと思うんですけれども、IT業界がアメリカの産業に非常に牛耳られていると。


  実際、我々が使っているOSはマイクロソフトかアップル、そして使っているスマートフォンのOSも握られている。グーグルか、アップルか、アマゾンか、マイクロソフトか、そしてほかのあらゆるシリコンバレー発のウェブサービス、ツイッターもそうです、Facebookもそうです。というようになった時に、日本のIT産業は何もできないのかという時に、実際に現場で話を聞く時に、たとえば弁護士の方から話を聞くと、日本の著作権法だと、今のコンプライアンス重視主義の中では、ネットで情報を、特にユーザー投稿型のサービスをやる時に非常にリスクが高いということは話すんですね。


  それは何か、一つはアメリカの著作権法、1998年にできたDMCA [*27] の存在というのが非常に大きくて、DMCAというのは権利者を保護する規定も設けられているんですが、ユーザーを保護する、そして業者も保護する規定があるんですね。一つはセーフハーバー、免責条項というのが入っていて、いくつかの条件を満たしたら、著作者から「これ著作権違反だよ」っていう依頼が来たら、ノーティスがあったら、「すぐ削除しますよ」という体制があるとか、自らサービスとして著作権侵害を推奨するような文言が入っていないとか、いくつかのやることを業者、ネット業者がやっておけば、そこから先、著作権侵害には業者は問われないという、そういう著作権法の建て付けになっているんですね。


  加えて、アメリカの著作権法には、フェアユース、公正利用 [*28] というのが入っているので、そこでグーグルとかYouTubeとか、YouTubeなんて特に最初は違法なテレビ番組とかしかなかったわけですけれども、それで訴訟なんかも起きてますけど、[*29] なぜ負けずにまだ続いているのかというと、アメリカの著作権法には免責条項とフェアユースということで、ある種の尖ったサービスを出した中で、例えば、YouTubeなんかであれば、そこで確かに著作権者の権益は、侵害されるかもしれないけれども、結果的にはそれがプロモーション効果みたいなものも生んでいくんだったら、経済になるんだったら、認めていこうというかたちで、今は逆にYouTubeみたいな存在も、合法的な存在プラスアルファとして今、組み込まれてきているというところがあるわけですね。


  で、ひるがえって日本の著作権法には免責条項みたいのが入っていないということと、ある意味で、著作権法が非常に厳しい、そしてフェアユースみたいなのもないので、そうすると、非常にリスクが高いんですよね。何かユーザー投稿型のサービスを利用しようってなった時に、リスクが高いのでなかなか展開できない。YouTubeが流行った時に、日本でも丸パクリしたようなサービス出しました。NTTも出しました、[*30] ソニーも出しました。[*31] いろいろ出しました。でも全部、結局、きちんとしたユーザーの支持を得られるようなサービスは出なくて、[*32] 結果的に残ったのはニコニコ動画だけです。


  でもニコニコ動画も権利者とのぎりぎりのせめぎあいの中、最終的には認められるというかたちになったのですが、そういったものの制約条件があることが、日本初のネットサービスをやっていけない一つの理由になっている、阻害要因になっているのは事実でしょうし。日本のサービスをアップル、グーグル、アマゾンの中で、負けないでやっていくという時に、またこのダウンロード刑罰化というふうになると、またそれをユーザーに課すことになるでしょうし、場合によってはウェブサービスによる幇助（ほうじょ）みたいなものにもつながっていく可能性がある。そういうような中では、なかなか尖ったサービスは出しづらいよねっていうような阻害要因にはなってくるんではないかなと思います。


  ■橋本聖子議員（自民党）：津田参考人にお伺いします。これは音楽・動画に限らず、ほかのゲームですとか、あるいは別な部分で、同じように導入されるのではないかという危険性、社会全体に及んでいくんだというご指摘がありまして、私も考えさせられる部分がたくさんあったなというふうに思っております。その中で、文化予算を上げればいいんだというお話がありました。お隣の韓国は5000億というお話。日本は今、文化庁予算1000億でありますけれども、5倍ですね。実は日本のスポーツ予算と韓国の予算を比べますと10倍以上です、韓国のほうが。[*33] そういう意味では、いい視点をついていただいているなと。要するに、先ほどのコンテンツ立国、強い日本の文化づくりという世界に発信するという久保利参考人のご意見にも、やはりこういった予算を上げていくことが必要なんだというふうに思います。もう時間が1分しかないものですから、本当に一言ずつになりますけれども、今のようなこと、世界に向かって日本独特の文化を発信していくのかという時に、文化庁の予算というのは、いくらになればできるというふうに一言ずつお話いただければと。


  □津田：韓国の例ってすごくわかりやすいと思うんですよね。日本が一番CDが売れて6000億くらいあった1998年の段階で、韓国のCD市場ってだいたい800億くらい [*34] だったんですね。ある意味で言うと、国の規模とかを考えると、国民のGDPを比較しても相当な金額を戦略的に注ぎ込んでいるというのは確かだとは思うので、5000億がいいのか、それともそれ以上にするのかというのは、いくらすればいいというのはわからないんですが、大きくしたほうがいいことは間違いないだろうと。


  あとは、先ほどの久保利参考人のおっしゃっていたことはほとんど同意なんですが、その国際競争力をつけていくための方法として、刑事罰化というのが本当に有効なのかというところは疑問が残る。ただしそれに関して、向くべき方向性としては、そうでなければならないだろうというところと、あと一点だけいうと、プラットフォームなんですよね。たとえばアメリカであれば、アマゾン、そしてアップル、非常に強い世界的に流通するプラットフォームがあるんですけども、そこに日本のコンテンツ産業が十分に、そういった普及しているグローバルマーケットにコンテンツをのっけているかというと、のっけていないわけですよね。契約上の交渉の問題もあるんですが、やはりのっけていない。


  そしてまた、そういうことをしないで、日本だけの独自規格だけで独自メーカーで、日本だけのメーカー、プレーヤーだけで、日本という市場だけを相手にして、と、やりがちな日本メーカーの内向き志向見たいのがあった時に、そこも変わって行かないと、文化予算を増やすというだけではなくて、なかなかコンテンツ立国として外に行くのは難しいんじゃないかなと。僕も音楽の輸出とか実はJETRO [*35] と一緒に仕事とかしたことがあるので、そのへんのボトルネックをいろいろ聞いていたので、そのへんはかなり根が深い問題が、日本の内向き志向の根の深さっていうのは感じます。以上です。


  ■柴田巧議員（みんなの党）：最後に、津田参考人にお訊きしたいと思います。先ほどの質問にも重なりますが、文化予算を増やしていくということは、我々も賛同するものでありますが、特に音楽業界じゃなくて、音楽文化をさらに振興・発展させるために、こういう支援策が、予算措置があれば望ましいというものがあれば、教えていただければ。


  □津田：はい、これは岸参考人が、前にウェブの原稿で紹介しておりましたけれども、補償金の問題というのが一つあるんですよね。[*36] どうしてもインターネット、情報技術というものが、流通することによって、違法なコンテンツもたくさん出てきたと。たとえばフランスのオランド大統領、新しい大統領が、それだったらそれを両方流通させることによって利益を得ている通信業者から、一定の「コンテンツ税」みたいなのをとって、それをクリエイターに還元すればいいんじゃないかという案もありました。


  実は僕は、2006年から2009年に参加していた違法ダウンロードが決まった委員会でも、あれはもともと私的録音録画小委員会というところで、いわゆるメーカーですよね、ソニーやパナソニックといった、音楽とかの著作物をコピーするようなところから、著作権を広く薄くとって、それをクリエイターに還元するっていうような、そこを話し合う、そこを制度設計をする委員会でもあったわけですけれども、そこにたとえば、広く薄く取ったものっていうものは、直接分配ってなかなかできないわけですよね。


  直接分配できないのであれば、そういったものを対象範囲を広げる代わりに、ユーザーのコピーできる自由というのをある程度を認める範囲に、広く薄く補償金というのを拡大して、それを文化予算に組み込んでいけばいいんじゃ、文化予算的に組み込んでいけばいいんじゃないかという議論なんかも提案したんですけど、そっちのほうはあんまり議論されずに、違法ダウンロードだけが決まっていたという経緯があるので、たとえばそういう意味での、方向性というのは一つあるのかなと思います。


  ただ、重要なのは先ほどの学校でどう教えるのかっていう話とも関わってくるんですけども、今学校でインターネットのことを教えるのって実質的にパソコンって「情報」の授業しかないんですよね。情報の授業で高校生が何やっているかっていうと、パワーポイント使ってプレゼンをするとかそういう授業しかやっていなくて、情報とどう向き合うかというようなことを全然学校で教えるっていうことが足りていない。それを拡充していくっていうことは重要ではあるんですが、教科書の検定の問題もあるので難しいんですよ。[*37] だって、5年前にはツイッターとかほとんどなかったわけですよね。YouTubeも全然。ネットってすごく激しいんですよね、本当に動きが激しい。著作権とかコンテンツビジネスモデルっていうのも、数年で常識が変わっていくわけですよね。


  議員のみなさんもツイッターとかやられている方、増えましたけども、たとえばツイッターで何か書いた、実はそれ自身も発言によっては著作権が認められるけれども、ツイッター上ではそれはリツイートというかたちで、簡単にコピーできる。簡単にコピーが広まっていく。それは利用規約上 [*38] でやっているから合法ではあるんだけれども、それがいろんなところに利用されて広まっていく。


  Facebookにいたっては、Facebookも同じようないろいろな音楽から何からシェアするというかたちで、自分の友だちと簡単に共有することができる。日本ではまだ導入されていないけれども、アメリカでは自分の友だちと今自分が聴いている音楽を、お互いに同じ音楽を聴きながら楽しめるなんていうそんな機能もある。[*39] Facebookは今10億人ですからね、世界で。10億人が利用できるプラットフォームで、自分が同じ部屋で音楽を友達と楽しんでいるような感じでネットを通じて世界中と楽しむみたいな、そんなふうに著作権の常識というのがどんどんドラスティックに変化している。


  その中で僕がやるべきだと思うのは、その情報環境、最新の情報環境で、モノを作らせることだと思うんですよね。生徒たちにモノを作らせて、モノを作った時にどう広まっていくか、どういう権利が発生するのか。作ればやっぱり作る苦労っていうのはわかるわけですよね。何かに対して、コンテンツに文句をいうっていうのは誰でもできますけど、実際に作ってみると本当に大変なんだっていうようなことは、すごくわかる。まず作らせて学ばせて、そして権利が発生する。権利が発生したものは、じゃああなたは作ったものを誰にどういう形で届けたいのか、お金が必要なのかっていうところまで含めて、学ばせるっていうことによって、著作権教育っていうのは実質的に、またそういう意味での実習型のメディアリテラシー教育っていうのが、実質イギリス [*40] とかオーストラリア [*41] はかなり進んでいますので、そういうものを参考に、日本の教育現場にも取り上げていく必要があるんじゃないかなと思います。以上です。


  ■横峯良郎議員（新党大地・真民主）：津田参考人にお訊きしたいんですけど、先ほどから案としては、文化予算をもっと韓国並みにして欲しいと。したほうが、これが実現化するんではないかという案を出されたんですけども、それ以外の案も先ほど何回か言われているんですけど、もっと具体的に、最後ですので、もう私だったらこういうふうにしたら、もう今は反対しているけれども、賛成するんだという案はありますか。


  □津田：多分、根本的な問題としては、別に違法ダウンロードが野放しにされているわけではないんですね。野放しではなくて、今回の刑事罰がつかないと処理ができないのかというとそんなことはなくて、1999年 [*42] まさにインターネット時代の著作権侵害に対応するように、日本の場合、送信可能化権、[*43] これ世界でも初めて、類を見ないかたちで、インターネットの著作権侵害に対応しようというかたちで、やったと。


  これは文化庁の担当課長の人たちも誇っているくらい先進的な著作権法改正だったと。インターネットって根本的には、誰かが違法な著作物をネットに上げなければ、そもそもダメなわけですよね。逆に言うと、それはもうとっくに刑事罰もついていますし、どんどん今重くなっていますから、[*44] それによってネットに不法に上げた人は実際に何度も摘発されているわけですね。[*45]


  でも上げる人がいなければ、そもそもダウンロードする人はいないと。誰かが上げたことによって、100万ダウンロードされれば、それは100万ですけど、


  100万人に対して一個一個やっていくよりも、とにかく元栓を締めるということが重要であるという時に、じゃあなんでそれで元栓を締めるという対策がやはりうまくいかないのかというのは、いたちごっこになっていることもあるでしょうし、もう一つはネットに誰か上げる奴がいると、それに対して著作権、権利者側が、情報開示請求をして落としてもらうというところの、そこで結構スタックしているところがあるんですよね。そこで、プロバイダ側が自分たちのところから犯罪者を出したくないというところだったりとか、プロバイダ責任法 [*46] の情報開示プロセス [*47] なんかにも、関わってくる問題で、そこの摘発のプロセスの問題として考えていく。


  海賊版の対策をするんであれば、むしろ、著作権法というかたちで広く社会全体に与えるところでの改正というよりも、もっと個別の手段、もしくは送信可能化権のところでやる方法はいくらでもあるのに、なぜこんな乱暴なやり方をするのかというところは僕の問題意識ではあるので、海賊版、いわゆるデッドコピーみたいなものを対処していくというのには僕も全然賛成なので、そのための議論をぜひやってもらいたいなと考えます。以上です。


  [*1] http://miau.jp/


  [*2] http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/120530_1.pdf


  [*3] http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/rokuon/index.html


  [*4] それが罪であると知らないこと。


  [*5] 文化庁 文化審議会著作権分科会 法制問題小委員会


  http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/housei/index.html


  [*6] http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/housei/h23_shiho_04/pdf/shiryo_3_2.pdf


  [*7] http://hakubun.jp/2011/12/%E9%81%95%E6%B3%95%E3%83%80%E3%82%A6%E3%83%B3%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%89%E3%81%A8%E6%9D%89%E8%89%AF%E5%A4%AA%E9%83%8E%E3%81%95%E3%82%93/


  [*8] http://www.nichibenren.or.jp/event/year/2012/120508.html


  [*9] http://www.riaj.or.jp/release/2011/pr110309.html


  [*10] http://yamadashoji.blog84.fc2.com/blog-entry-533.html


  [*11] http://www.riaj.or.jp/data/money/index.html


  [*12] http://natalie.mu/


  [*13] http://www.cric.or.jp/qa/hajime/hajime7.html


  [*14] http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0905/14/news050.html


  [*15] http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/kokusai/h22_01/pdf/shiryo_5.pdf


  [*16] http://agora-web.jp/archives/1459728.html


  [*17] http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/housei/h23_shiho_03/pdf/shiryo_3.pdf


  [*18] http://kotobank.jp/word/%E7%9F%A5%E3%82%8B%E6%A8%A9%E5%88%A9


  [*19] 僕が意見を述べる前に、久保利英明参考人から、罰則を強化したことで総会屋が排除されたケースについて説明がありました。それを受けての意見です。


  [*20] http://www.bunka.go.jp/bunka_gyousei/yosan/pdf/24_yosan_ver2.pdf


  [*21] 「韓国は文化予算に5000億円」というのは事実とは異なります。文化予算の話は事前に用意していた話ではなく、ほかの参考人との話の流れで差し込んだものだったので、事前に正確な数値を調べることができませんでした。また、会場にPCが持ち込めなかったので正確な数値を調べながら話すということもできませんでした。


  韓国の2011年の文化関連予算は3兆7194億ウォン（2500億円）で、全予算の


  1.12％になります。


  http://japanese.yonhapnews.co.kr/society/2011/06/27/0800000000AJP20110627004300882.HTML


  韓国文化観光研究院が調べたところによると、経済協力機構（OECD加盟25カ国のうち、米国、英国、ドイツ、オーストラリア、ベルギーの予算支出構造が異なる連邦国を除く20カ国の2008年度予算は平均2.20％とのこと。これを受け、「文化予算は総予算の2.5％（約5000億円）であるべき」という提言を行ったそうです。このあたりの記事を読んだ記憶から5000億円という数値が出てきてしまったのだと思います。また、「文化予算が全予算に占める割合」でいうと、日本は韓国の6分の1であり、人口1人あたりの文化予算額でいうと日本は韓国の5分の1になります。


  このあたりの数値がごちゃまぜになり、単純に1000億円を5倍すれば5000億円になる計算のもと、誤った数値を挙げてしまいました。発言の趣旨としては


  「日本は諸外国と比べて文化予算の占める割合が低すぎる」ということですので、発言内容にあまり影響することはないかと思いますが、改めてこちら訂正させてください。


  [*22] http://www.mlit.go.jp/common/000207523.pdf


  [*23] http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20100105/342879/


  [*24] http://www.riaj.or.jp/shikibetsu/


  [*25] http://d.hatena.ne.jp/stereocat/20111001/1317460290


  [*26] http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1002/01/news034.html


  [*27] デジタルミレニアム著作権法


  http://e-words.jp/w/DMCA.html


  [*28] http://kotobank.jp/word/%E3%83%95%E3%82%A7%E3%82%A2%E3%83%A6%E3%83%BC%E3%82%B9


  [*29] http://internet.watch.impress.co.jp/docs/news/20100624_376422.html


  [*30] http://japan.internet.com/busnews/20080225/1.html


  [*31] http://eyevio.jp/


  [*32] 「goo ClipLife」サービス終了のお知らせ（goo Clip スタッフブログ）


  http://blog.goo.ne.jp/goocliplife/e/7a6d77998a14bebb67ccd1c42d5564bc


  ソニーが動画共有サイト「eyeVio」運営終了、スプラシアが継承（Internet


  Watch）


  http://internet.watch.impress.co.jp/cda/news/2009/04/16/23172.html


  [*33] 今年度の日本のスポーツ関連予算の予算額案は約238億円。


  （ http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2012/02/07/1314488_17.pdf ）韓国のスポーツ関連予算は約572億円。


  （ http://japanese.yonhapnews.co.kr/headline/2012/01/11/0200000000AJP20120111002900882.HTML ）


  金額では2倍強ですが、予算全体に占めるスポーツ関連予算の比率は10倍以上、GDP比では5倍以上の開きがあります。


  （ http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo5/010/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2012/02/07/1315797_4.pdf ）


  [*34] http://web.archive.org/web/20050713235047/http://hotwired.goo.ne.jp/original/koreamusic/index.html


  hotwiredに寄稿した上記記事によれば、韓国のCD市場規模はピーク時の1997年で4160億ウォンと当時の為替レートで約440億円でした。訂正させていただきます。


  [*35] 日本貿易振興機構


  http://www.jetro.go.jp/indexj.html


  [*36] http://diamond.jp/articles/print/18341


  [*37] 教科書が編集されてから、検定、採択を経て、実際に児童生徒が使用するまでには数年かかります。


  http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoukasho/gaiyou/04060901/002.htm


  [*38] https://twitter.com/tos


  [*39] http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1201/13/news019.html


  [*40] http://www.ritsumei.ac.jp/acd/cg/ss/sansharonshu/424pdf/02-03.pdf


  [*41] http://benesse.jp/berd/center/open/berd/2008/07/pdf/13berd_09.pdf


  [*42] 言い間違えました。正しくは「1998年」です。


  http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/t19971128002/t19971128002.html


  [*43] http://kotobank.jp/word/%E9%80%81%E4%BF%A1%E5%8F%AF%E8%83%BD%E5%8C%96%E6%A8%A9


  [*44] http://internet.watch.impress.co.jp/cda/news/2007/07/02/16217.html


  [*45] http://www2.accsjp.or.jp/activities/201224/actives103.php


  [*46] プロバイダ責任制限法


  http://e-words.jp/w/E38397E383ADE38390E382A4E38380E8B2ACE4BBBBE588B6E99990E6B395.html


  [*47] プロバイダ責任制限法のガイドライン


  http://www.isplaw.jp/


  津田大介クロニクル

  


  


  


  僕が過去に書いた原稿の中から、今読み返してみると面白そうなものを選んで掲載します。雑誌ライター時代のものから、IT・音楽ジャーナリストとして活動を始めた頃の原稿まで、書かれた時代背景を思い出しながらお楽しみいただければ幸いです。〔不定期配信〕


  今回は英国のロックバンド・レディオヘッドが2007年11月に行ったアルバムの無料ダウンロード配信を当時紛糾していたダウンロード違法化と絡めて書いた原稿を採録します。

  


  ◆レディオヘッドを聴けばわかる音楽業界・ダウンロード違法化論の不誠実


  （NIKKEI NET IT-PLUS 2007年11月28日記事より）


  



  英国の人気ロックバンドレディオヘッドの新アルバム「In Rainbows（イン・レインボウズ）」が12月3日から日本でも、ユーザーが買いたいと思った価格でダウンロード購入できるようになる。[*1] この試みが音楽業界にどのような変革をもたらすのか。その意味を考えるとともに、あわせて岸博幸氏が


  IT-PLUS連載コラムで展開した筆者の活動に対する批判に反論する。


  ■買い手が価格を決める新手法が成功


  レディオヘッドによるこの試みの何が凄かったのか。それはひとえにアーティストがレコード会社から完全に独立して「食べて」いくためのビジネスモデルを構築しようとしているところにある。


  「In Rainbows」はダウンロードだけでなく、後日CDの形態でも発売されることが決定している。つまりこれは音楽配信（ダウンロード）による先行販売ということだ。この試み自体はiTunes Storeなどでもよく見られ、特段珍しい話ではない。「In Rainbows」が画期的だったのは、購入者がダウンロード時に自分で好きな価格を付けられるところにある。しかも、ユーザーが望めばお金を払わず「無料」でアルバムをダウンロードすることもできるのだ。このアルバムこそ、本当の意味の「オープン価格」であると言えるだろう。


  英国でダウンロードサイトがオープンした際、筆者も6ポンド（約1400円）払ってアルバムを購入してみた。クレジットカードによる決済終了後、ZIP形式で圧縮されたファイルへのリンクが示され、ダウンロードできるようになるシステムだった。ダウンロードしたZIPファイルを解凍すると、160KbpsのMP3ファイルが10曲入っていた。近年のエレクトロニカ路線と以前のバンドサウンド路線が適度にミックスされた（第一印象は地味ではあるが）完成度の高いアルバムになっており、これまでと同じく緻密なスタジオ作業を経た上で完成したものであることは疑いがない。レディオヘッドによれば、今回のアルバム制作にはレコード会社は一切関与させず、自分たちの費用でレコーディングを行ったそうだ。


  多くの人が気になっているのは「実際にこの試みでバンドがどれだけ潤ったのか」というところだろう。この件についてレディオヘッドのマネージャーがBillboard.comのインタビューに答えた話や、調査会社のコムストアが発表したデータを総合すると、有料でダウンロードしたのは30万〜50万人程度。有料で購入した人の平均購入価格は全世界で6ドル（約660円）前後ということが分かっている。これは、バンド側にはおよそ2億〜3億円の収入が入ったということだ。


  デジタル制作が中心になり、レコーディングコストが激減した現在、アルバムの制作費は安く上げようと思えば数百万、高くとも1000万〜2000万円程度と言われている。サイトの構築費用やサーバーの維持費などを考慮しても、ダウンロード売り上げの「粗利」が少なくとも1億円程度発生していることは確実だ。


  このアルバムをメジャーのレコード会社を通してCDで販売した場合、さまざまなコストや流通経費が差し引かれ、彼らの手元には売り上げの数％しか残らない。当たり前の話だが、自分たちで創った音楽をユーザーに直接販売するというのは、それだけ利益率が高くなるということなのだ。


  今回の事例で非常に興味深いのは、ダウンロード販売という形態を、CDの販売で補完しようとしているところだ。「In Rainbows」は年末から年明けにかけて、CDでも販売される。しかし、ここでもメジャーのレコード会社は関与していない。「In Rainbows」のCDは世界各国で販売されるが、それらの販売流通はメジャーレーベルを通すのではなく、レディオヘッド側がその国ごとに条件の良いインディーレーベルと直接契約してリリースする形態を取っているのだ（日本の場合、世界中の有名なインディーレーベルと提携し、新世代の洋楽プラットフォームとして認知度を高めているホステス・エンタテインメントと契約した）。


  さらに自分たちの公式サイトでは、通常のアルバムではなく「DISCBOX」と呼ばれるコアファン向けの商品も販売する。DISCBOXはアルバムのCDと、2枚組の12インチLPが付属し、CDにはエクストラトラックとしてボーナストラックと、デジタル写真集とアートワーク画像が付属。それに加えて通常のアートワークと歌詞のブックレットが付属し、40ポンド（約9400円）という価格で販売される。


  通常のアルバムとして見れば高価だが、バンドへの忠誠度が高いファンにとっては、このように付加価値の高い商品が発売されることは「願ったり叶ったり」という部分がある。音源そのものを手軽に聴きたい人にはダウンロードや通常盤のCDという手段を提供し、ロイヤルティーの高いファンには付加価値の高いDISCBOXを提供する。多くのファンを抱える大物アーティストしか取れない手法ではあるが、ファン層に合わせたマーケティングという意味で、ユニークな事例と言えそうだ。


  ■無料ダウンロードは「プロモーション費用」


  ここでポイントになってくるのは、彼らがダウンロード販売において「無料」のダウンロードを認めたということだ。従来はコストを払って行わなければならない「プロモーション」をユーザー任せのオープン価格にすることで「プロモーションなのに収入が得られる」という仕組みを作り、なおかつ幅広い層に新しいアルバムを聴かせる機会を与えたのである。


  数カ月後にはCDで販売されるというのも心憎い。ダウンロードした音源では飽き足らず高品質のパッケージ商品が欲しいという人が出てきたら、あとでパッケージを買わせることもできるからだ。ダウンロード版の音源をCDと比べて微妙に音質が劣る160KbpsのMP3にしたあたりからも、バンドの意図は明確に伺える。実に計算し尽くされたモデルと言えるのではないか。


  従来のレコードビジネスは一度音楽を売ったら、それ以降収入機会は存在しなかった。ここが「映画館における上映→有料放送→DVD→地上波」という複数の収入機会が存在する映画産業と最も異なる点だ。今回のレディオヘッドの試みの本質は、半分プロモーションに近い「バラマキ型ダウンロード」で数億円の収入を得たうえで、メジャーを通さないことで利益率が高くなったCD販売でも儲けることができるということなのだ。つまりこれは、レコードビジネスに複数の収入機会を与える方法論を実証したということ。これが今後の音楽ビジネスに与えた示唆は少なくない。


  こうしたレディオヘッドの新しい試みには、賛同するアーティストも多い。英テレグラフ紙は、オアシス、ジャミロクアイ、マッドネス、シャーラタンズといった、大物アーティストたちがネット配信をベースに据えた新しいビジネス活動を開始する見込みという記事を掲載している。なかでもシャーラタンズは、英国のラジオ局「XFM」と契約し、08年の初頭に発表するニューアルバムを


  「無料」でダウンロードさせることを発表した。[*2]


  彼らのビジネスモデルはレディオヘッドと比べると非常にシンプル。無料でアルバムを配ることで多くの人に作品に触れてもらい、ライブの興行収入やグッズ販売などのマーチャンダイズを活性化させて収入を得るということだ。この手法は今年7月、英国で新聞の「おまけ」としてニューアルバムを配布し、大規模なライブ公演を成功させたプリンスのやり方とほぼ同じだ。


  また、レディオヘッドの方法論を踏襲しつつ、新たな試みを始めるアーティストも出てきた。米国のラッパー、ソウル・ウィリアムズだ。彼はニューアルバムの発売に際し、ユーザーに無料でダウンロードするか、5ドルで購入するかを選択可能にした。ここまではレディオヘッドとほぼ同じだが、こちらの場合、同じダウンロードでも無料バージョンは音質が悪く、有料で購入したバージョンは音質が良いという「差」を付けたのだ。


  このユニークなアイデアを考えたのは、アルバムをプロデュースしたトレント・レズナー（ナイン・インチ・ネイルズ）だ。トレント・レズナーはかねてよりメジャーレコード会社に対する嫌悪感を表明しており、メジャーレコード会社との契約が切れた今年7月以降、特定のレーベルとは契約せず、音楽配信などを中心とする新しいビジネスモデルに移行することを発表している。[*3]


  ■「自立」目指すアーティスト・問われるレーベルの役割


  レコード会社に求められる役割とは、ざっくりと言ってしまえば「ファイナンス（アルバム制作費を負担する）」と「プロモーション（作った作品を広告宣伝する）」という2種類しかない。ファイナンスについて言えば、シャーラタンズやプリンスのようにレコード会社以外が負担するという方法もあれば、レディオヘッドのように自前で全部負担するということもできるようになった。


  先に触れたように、近年はレコーディング機材の進化によりアルバムの制作コストが大幅に安くなっている。他業種が参入することも、アーティストが自分で制作費を賄うことも以前と比べれば容易にできるのだ。もう１つのプロモーションについても、米MySpace（マイスペース）の隆盛を見れば明らかだが、従来型のメディアに頼らずインターネットというインフラを利用することで、ほぼゼロに近いコストである程度まではプロモーション活動が行えるようになったと考えるのが自然だろう。


  もちろん、これらの環境変化がすぐにメジャーレコード会社が作り上げたシステムを崩壊させるというわけではない。現実の音楽ビジネスは、制作とプロモーション以外にも付随する業務が非常に多く（新人育成などもこの類だろう）、それらをレコード会社や事務所が肩代わりすることでアーティストが作品づくりに集中できるという構造があるからだ。しかし、そうした煩雑な部分も含めてアーティストが自分たちでマネジメントするようになったとき、本当の意味でレコード会社は必要なくなるのである。このことをレコード会社の「中の人」は、どれだけ切実に理解しているのだろうか。


  もはや一部のアーティストのレコード会社への不信感は止めようもないところまで来た。レディオヘッドが起こした静かな革命は、今後確実にほかのアーティストの意識も変革し、レコード会社から精神的・経済的に脱却するアーティストを増やしていくだろう。


  ■著作権法に対する筆者への批判に反論する


  ……とここまで書いて今回は筆を置くつもりだったが、そうもいかなくなった。というのも、このコラムが掲載されるIT-PLUSの同じ「インターネット」カテゴリーで連載されている岸博幸のコラム [*4] において、筆者が発起人を務めるMIAUが名指しで批判されたからだ。


  岸氏のコラムについてはいろいろと反論したい部分はある。ダビング10に潜む問題についてはCPRAの椎名和夫氏とAV機器テクニカルライターの小寺信良氏の対談記事 [*5] があるので、そちらを参照していただくとして割愛する。


  また、全体的な話では楠正憲氏のブログ [*6] や、池田信夫氏のブログ [*7] に（僕個人から見たときに）非常に的確な反論が書かれていたので、ここでは細かな言及は避け、ポイントを絞って反論していきたい。


  まず、ダウンロード違法化についてだが、岸氏はコラムで「現行著作権法の抜本改正がすぐにはできないなか、深刻化した違法コピーとダウンロードへの対応として、権利保護の強化は止むを得ない面を持つのではないだろうか」としている。あちこちで誤解されているので、改めて主張しておくが、MIAUの主張は「ネット上の違法コンテンツを野放しにしておけ」というものではない。設立時の記者会見においても明確に「ネット上に置かれている違法な著作物に対しては何らかの対策が必要である」という立場を示している。


  深刻化したネット上の著作権侵害対策を行うなら、ダウンロード違法化という、実効性に乏しく影響範囲の大きい手段ではなく、送信可能化権を強化するなり、発信者情報開示の点で侵害者の「やり得」を許してしまっているプロバイダー制限責任法に手を入れるなどの方向が望ましいのではないか、という観点から「反対」しているのである。


  法改正とは、実効性とそれに伴うメリット、デメリット、副作用を十分に吟味した上で行われるべきものだ。ダウンロード違法化は著作権侵害対策という目的を達成する実効性（利用者保護のための条件が多数付いているのだからなおさらだ）に乏しいが、それによってもたらされる副作用は決して小さくない。レコード会社がクリエイターを守るために違法着うたを根絶させたいと思っているのなら、ダウンロード違法化よりも実効性を伴う対策を行うべきだ。もっと言えば、実効性の伴う著作権侵害対策について、MIAUで何らかの協力を行うこともやぶさかではない。我々は「違法ユーザーの権益を守る団体」ではない。あくまでインターネットユーザーの視点から、デジタル著作権問題のステークホルダーとして、できるだけ多くの論点をあぶり出し、アジェンダをセッティングした上で「落としどころ」を探る議論に参加させてもらいたいだけだ。


  岸氏の「プロとアマチュアのコンテンツは分けて考えるべきである」という考え方もまったく納得できない。なぜなら、著作権法は「プロクリエイターの生活を保障するための法律」ではないからだ。クリエイターやコンテンツに対して「思いやり」が必要だというなら、まず彼らの印税率を見直すなり、職業クリエイターが最低限の生活を送れるようなセーフティーネットを作るべきだ。その方がはるかにクリエイターは「保護」されるだろう。


  制作コストがべらぼうに高く、物流コストも高かったアナログレコードの時代は、印税率が低くても文句を言うアーティストは少なかった。しかし、アナログレコードがビニールからプラスチックのCDになり、制作コストは大量に安くなったが、クリエイターの印税率は変わらなかった。日本で音楽配信ビジネスが1999年にスタートしたとき、存在しないはずのジャケットや出荷コストなどをそのまま援用し、音楽配信の印税率をCDと同じにしていたのが他ならぬレコード会社である。制作にまつわる全体的なコストが大幅に下がってきたのに、なぜクリエイターの印税率は増えなかったのか。印税率が固定化されていたことでレコード会社の利益率が年々上がり、確かに「産業」としては大きくなった。しかし、果たしてそれでどれだけクリエイターは潤ったのか。


  なぜ、レディオヘッドのようにレコード会社を離れて自分たちで新しいビジネスモデルを構築しようとするアーティストが後を絶たないのか。乱暴に言ってしまえば、それはレコード会社がクリエイターに対して不誠実だった（あるいは、不誠実になった）からだろう。


  プロのクリエイターにとって、ユーザーやファンは自分たちの生活を支えてくれる重要な存在である。彼らがいなければそもそもコンテンツビジネスが成り立たない。ダウンロード違法化、もしくはそうした権利保護強化の方向性がもたらすのは「正規のお客さん」「今は違法ダウンロードしているが、いずれお客さんになるかもしれない予備軍」「最後まで確信犯的に違法ダウンロードを繰り返すユーザー」この三者を一緒くたにまとめて乱暴に排斥する世界だ。


  レディオヘッドは、この三者のうち「正規のお客さん」「今は違法ダウンロードしているが、いずれお客さんになるかもしれない予備軍」をターゲットにして新しいコンテンツのビジネスモデルを構築しようとしている。従来型のコンテンツビジネスモデルは残りつつ、今後はレディオヘッドが示した新しいモデルが台頭していくようになる、というのが筆者の考え方だ。ビジネスや社会のルールそのものが変わろうとしているときに、乱暴な法律改正でどれだけのものが失われるのか、コンテンツ業界は今一度真剣に考えた方がいい。


  [*1] In Rainbowsは期間限定のサイトとして運用され、現在ネット上からは消滅している。


  [*2] http://www.barks.jp/news/?id=1000038450


  [*3] http://oops-music.com/news.php?nid=10001892


  [*4] http://web.archive.org/web/20080424050735/http://it.nikkei.co.jp/internet/news/index.aspx?n=MMIT12000026112007


  [*5] http://plusd.itmedia.co.jp/lifestyle/articles/0711/06/news033.html


  http://plusd.itmedia.co.jp/lifestyle/articles/0711/07/news024.html http://plusd.itmedia.co.jp/lifestyle/articles/0711/08/news005.html


  [*6] http://d.hatena.ne.jp/mkusunok/20071127/contents


  [*7] http://blog.goo.ne.jp/ikedanobuo/e/d74c36ced9a7ab194b3685a4627281db

  


  《コメント》


  今読み返してみてもあまり2007年の記事という感じがしないですね。記事中僕が名指しで反論している岸博幸さんは、今回参議院で一緒に参考人として呼ばれた方でもあります。ある種の「因縁」が5年前から続いているわけですね。


  5年前の原稿ですが、違法ダウンロード刑罰化が決まった現在も議論されなければいけない重要な論点がたくさん含まれていると思います。今改めてこれを読むことで、「お客さんであるユーザーを犯罪者扱いする」というパンドラの箱を空けてしまった音楽業界（レコード産業）の行く末を考えてみてはいかがでしょうか。


  今週の原発情報クリッピング〔6月11日〜6月17日〕


  


  ここ1週間で話題になった原発・放射線に関するニュースの中から、特に注目すべき、読んでおきたいニュースを、アシスタントの小嶋裕一（@mutevox）が紹介します（※ニュースのリンクはリンク先の都合によりリンク切れになっていることがあります）。〔毎号配信〕


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  東日本縦断ロードムービー「おくの細道2012」についてのお知らせ


  


  この2月、ネオローグ一行で東北取材に行きました。その時に捉えた被災地の映像をもとに、僕のアシスタントの小嶋裕一（@mutevox）が監督し、東日本縦断ロードムービー「おくの細道2012」のDVDを制作しました。このコーナーでは、そのDVDに関する情報を期間限定で掲載していきます。〔不定期配信〕


  


  こんにちは、監督の小嶋です。3つご報告があります。


  ◆「おくの細道2012」番外編の旅、映像を公開しました


  5月18日から20日にかけて、映画「おくの細道2012」の取材先の一つでもある宮城県の南三陸町に行ってきました。その旅に同行した映像編集スタッフの飯山りかさん（@IIYAMA_Rika）が「南三陸より〜『おくの細道2012』スピンオフ旅行日記」と題したこの旅の日記を本メルマガvol.34の特別企画に寄稿してくれたので、覚えてくださっている方も多いのではないでしょうか。旅の行程を写真89枚で追った写真版の旅日記も「おくの細道2012」のFacebookページで公開中です。さらに今回、映像版も作成し、YouTubeにアップしました。テキスト、写真、映像版。ぜひ見比べてみてください。


  ●テキスト版


  特別企画「南三陸より〜『おくの細道2012』スピンオフ旅行日記」（本メルマガvol.34）


  http://yakan-hiko.com/BN459


  →メルマガスタンド「夜間飛行」のバックナンバー購入ページに飛びます


  ●写真版


  「おくの細道2012」番外編 南三陸旅日記 2012.5.18-20


  https://www.facebook.com/media/set/?set=a.194363527352628.38747.172383319550649


  ●映像版


  映画【おくの細道2012】【番外編】南三陸旅日記 5/18〜20


  http://www.youtube.com/watch?v=b0SqKCp7rPw


  映像版の見所は、


  ・おなじみの津田大介の食レポ5連発！


  ・南三陸ホテル観洋の女将阿部さんとの再会！


  ・伊里前復興商店街2年ぶりの「しろうお祭り」復活！


  となっております。


  



  ◆映画「おくの細道2012」監督と共同監督による「プチ旅日記」です


  前号でもご報告したとおり、この6月15日、宮城県仙台市にある「せんだいメディアテーク」で映画「おくの細道2012」の特別上映＆パネルディスカッションを行いました。実はこの前日の6月14日、本作品の共同監督・金田浩樹（@Hiroki_KANEDA）と監督・小嶋裕一（@mutevox）は「おくの細道2012」に関するあるミッションを進めるため、一日早く現地入りしていたのです。今回は、凸凹コンビによる旅の行程を「プチ旅日記」としてお届けします。写真版は「おくの細道2012」のFacebookページですでに公開中です。そちらも併せてお楽しみください。


  ●写真版


  「おくの細道2012」番外編 メディアテーク凱旋上映・旅日記 2012.6.14〜15


  https://www.facebook.com/media/set/?set=a.208608952594752.41733.172383319550649


  ■6/14（木）12:00


  金田と小嶋は新幹線で東京駅から仙台駅へ。金田がアテにしていた駅レンタカーと新幹線チケットの割引サービス「レール＆レンタカーきっぷ」は、申し込みから3時間後にしか車両が受け取れないという。そこで今回は利用を諦めた。段取り命の金田のミスに、ニヤリと笑う小嶋。やはり、今回も“珍道中”となるのか……。駅のホームで金田セレクトの駅弁「津軽味祭」を購入、車内で食べる駅弁は旅の醍醐味！ ただし、この駅弁のどのあたりが津軽なのかはわからずじまいだった。


  [image: ]



  金田「カラフルで、ねぶたみたいだね」。ということで、とりあえず納得。


  □6/14（木）14:00


  仙台着。なぜか駅近くのレンタカーで車が借りられず、少し離れた4店目でようやく借りられた。石巻へ向かう高速も渋滞気味。JR仙石線はまだ完全復旧しておらず、一部区間でバスの代行輸送を行っているという。仙台市内では車の需要が上がっている、とレンタカー屋さんに聞いた。


  □6/14（木）16:30


  石巻着。コインパーキングに駐車するも、駐車券が出ない。ランプも点かず、通電していないもよう。震災後、復旧してないようだ。そんな状況にもかかわらず、すべての車がきっちり枠内に駐車されているのが印象的だった。国民性？ それとも県民性？


  そして、石巻の復興プロジェクトを進めている「ISHINOMAKI2.0」[*1] がある「IRORI」というスペースへ。「おくの細道2012」で取材したISHINOMAKI2.0実行委員の小泉瑛一さんがちょうどいらっしゃったのでご挨拶。


  [image: ]



  IRORIの奥にあるものづくりの場「石巻工房」[*2] の工房長・千葉隆博さんを紹介していただき、あるご相談を……。


  [image: ]



  実は私たちは、このお願いのために一日早く仙台に向かったのだった。千葉さんは「初めてのことだから、いろいろ考えながらやってみる」と快諾。帰りがけに「ISHINOMAKI2.0」代表理事の松村豪太さんにもご挨拶。「忘れていいことと、忘れてはいけないことがある。何もしないと忘れられてしまうから、東京にもどんどん出て行って、仙台の現状報告をしていきたい」と松村さん。みなさんに「おくほそTシャツ」をプレゼント。とても喜んでくれた。


  [image: ]



  ちなみにIRORIにも「おくの細道2012」DVDを置いていただいている。


  [image: ]



  石巻を後にし、宮城県の北東にある南三陸へ。


  □6/14（木）19:00


  南三陸町の仮設商店街「伊里前福幸商店街」。ここにあるスポーツ用品店「アスリートやまうち」へ立ち寄る。とうもろこしを頬張りながら出迎えてくださった山内さん。映画「おくの細道2012」で津田さんと名刺交換したあと、何度も裏がえして見ていた人だ。再会の第一声は「津田大介さんってすごい人だったんだね。早く言ってよ〜（笑）」。商店街のお店に「おくの細道2012」のDVDを置いていただいている。最近、東京から来た人が「津田大介さんのDVDですよね？」と尋ね、買っていくのだという。「『よくここに来るんだよ』なんて答えちゃうんだよね」と山内さん。実は「おくの細道2012」に出てくる伊里前契約会前会長の千葉正海さんと山内さんは同級生。山内さんの奥さんは、同じく本映画に出てくる南三陸ホテル観洋の女将・阿部憲子さんの親戚だそうだ。「地域社会は狭いね」などと談笑。こちらでも「おくほそTシャツ」をお渡しする。


  [image: ]



  石巻でもそうだったように、みなさん笑顔で迎えてくれるのが印象的だった。


  □6/14（木）19:15


  プレハブの仮設店舗で再開しているコンビニに立ち寄る。昨年5月に来たときは、冷蔵車を置いて青空営業していた場所。品揃えは普通のコンビニとほとんど変わらないものの、24時間営業ではない。雑誌よりも生活雑貨が多い印象だ。トイレは外の仮設トイレを使うことになっている。まだ不完全とはいえ、徐々にコンビニとしての役割を取り戻してきている印象だ。ひっきりなしにお客さんが車でやって来ていた。


  □6/14（木）19:30


  南三陸・平成の森仮設住宅の千葉正海さん宅を訪ねる。5月19日に平成の森に新たにできた集会場「歌津迎賓館」で「おくの細道2012」の上映会を行って以来のことだ。息子の拓さんが「こんなに早く再会できるなんて」と満面の笑みと力強い握手で出迎えてくださった。


  DVD「おくの細道2012」の売上から「結っ子基金」[*3] へお申し込みさせていただく旨を伝える。千葉さんは、渡した目録を黙って神棚に飾った。結っ子基金は、千葉さん一家が営んでいた牡蠣養殖業を復興するための基金だ。この基金に支援すると、将来的に半額分の「復興結っこ牡蠣」が支援者に届けられるという。


  小嶋と無類の牡蠣好きの金田は、千葉さんに「僕らの分の牡蠣は送ってくださらなくていいです。南三陸に直接来るから、あのBBQコンロで一緒に焼いて食べましょう」と約束した。このBBQコンロは5月の上映会のとき、千葉さん一家にプレゼントしたものなのだ。


  「その時いろんな話をしましょう。流通に乗らない秘密の“じゃみっ子牡蠣”も食べましょう！」と拓さん。千葉夫妻も笑顔で、いろんな話をしてくださった。


  実は千葉さんを訪れたのには、もう一つ大事な理由がある。


  映画の中で語られているように、伊里前地区にある三嶋神社の神輿は、東日本大震災の津波によって流された。しかし、静岡県にある同名の三嶋神社から2基ある神輿の一つを譲り受け、今年3月31日、祭りが復活した。[*4] また、東日本大震災の被災者救援を行っている「RQ市民災害救援センター」からは手作りの子ども神輿が寄贈されている。[*5] 本映画の撮影を行った今年2月にも、千葉さんは「コミュニティの団結には祭り、そして、神輿が重要です」と何度も話してくださっている。[*6] また5月の上映会のときには、「これからの復興にあたって、子どもたちの郷土に対する想いを育んでいきたい」とおっしゃっていた。そこで、「おくの細道2012」DVDの売上からも、子ども神輿をお贈りできないかと考えた。


  しかも、その神輿の発注先は、同じく本DVDに出てくる石巻工房である。先ほど石巻工房を訪ねたのは、この相談をするためだったのだ。


  南三陸の子どもたちは大きくなると、石巻へ就職することも多いと聞く。また、千葉さんは以前、同じ被災地で「横のつながり」を持ち、コミュニティ再生に対する思いを共有することが、今後とても重要になってくると語っていた。


  スタッフ同士で「支援」はどうあるべきか、何度も話し合った。お金を渡すだけで終わらず、効果が持続して、後に残ること。今回たくさんの中から選んだこのアイディアは、双方に快く受け入れていただいた。実は、東京という離れた場所で、頭で考えたアイディアを現地の人に受け入れていただけるか、とても不安だった。今はこういった「横のつながり」を生むきっかけとなることが「おくの細道2012」という映画の大きな存在意義だとも思っている。


  千葉さんや、奥さんの和恵さん、拓さんも、このアイディアを大変喜んでくださった。夜も遅いので、手短に済ませて仙台に戻ろうと考えていたのだが、夕食やお酒までごちそうになった。おおいに喜んでくださった千葉さんのグラスがどんどん進む。運転で飲めない金田の代わりに、小嶋のグラスにもどんどん注がれる。津田さんとの初めての出会いから、歌津迎賓館を建設したボランティアチーム「チーム日光」のこと。新たに出てきた諸問題。それをどうやって乗り越えるか。書き尽くせないほどの生の声を聞く。早朝から監視船の仕事をする千葉さんを気遣いつつも、グラスは止まらず、夜も深いところまで……。「もう一杯いっちゃおうかな」とペロリと舌を出す千葉さん。普段よりお酒が進んでいるようだった。映画の中では一貫して厳格なイメージの千葉さんの、いろんな表情が見られて、とても心地よい時間だった。千葉さんは「またいつでもおいで。いろんな話がしたいから」と言ってくださった。


  □6/14（木）22:00


  千葉さん宅にすっかり長居。明日もあるので、このへんで失礼することに。最後に千葉さんご夫妻にも「おくほそTシャツ」をプレゼント。


  [image: ]



  外に出ると、漆黒の闇が広がっている。千葉夫妻は僕たちが見えなくなるまで何度もお辞儀をし、手を振ってくれた。車に乗り込んで、2人はしばし沈黙する。小嶋の無口は酔いのせいかもしれないが……。仙台に戻る途中、高速道路の一区間が工事による通行止めとなっていた。


  ちょうど「おくの細道2012」の旅でも通った利府中付近。仙台在住経験のある金田、カーナビを無視して、残りを下道で行くことに。


  □6/15（金）0:30


  最短距離でホテル着。金田の土地勘は残っていた。明日のイベントに向けて、さっさと休むことにしたのだが、結局、2人はイベントの準備を朝方までやるはめに……。ちょうどオウムの高橋克也容疑者逮捕か、でネットが揺れていた時間帯。


  ■6/15（金）9:00


  眠い目をこすりながら起床。レンタカーの返却へ向かう。


  □6/15（金）10:00


  仙台駅前から本日のイベント会場「せんだいメディアテーク」方面まで写真を撮りながら徒歩移動。朝食をとるため、土地勘のある金田が喫茶店を探すものの、なかなか見つからず。さすがに仙台の街並みは、金田が予備校に通っていた20年前とは一変している。


  □6/15（金）12:00


  メディアテークの向かいにあるオイスターバーでイベントのUSTREAM・ニコ生配信担当の大上さんとランチ。
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  牡蠣丼・カキフライ定食を食す。


  □6/15（金）13:00


  メディアテークで今回のイベントの仕切りを手伝ってくれる宮城大学の学生、柴田くんたちと合流。津田さんが審査員として参加した宮城大学「学生復興アイデアコンテスト」の仕切りをしていて、そのときに手伝いを申し出てくれたのだ。


  会場は7階のスタジオシアター。上映に向けてサウンドチェックに入る。こういうときのために、映画の整音担当・臼井さんが劇場版の音声を作ってくださっていたのだ。


  □6/15（金）15:00


  金田はイベントに先立ち、ラジオ出演して告知を行うため、ラジオ局へ。小嶋はDVD「おくの細道2012」を販売してもらっているメディアテーク1階の


  「KANEIRI Museum Shop 6」[*7] にご挨拶。いつもは20時閉店だが、今回は特別にイベント終了時間に合わせて営業時間を延長してくださるという。本当に感謝。


  □6/15（金）16:00


  小嶋は金田出演のラジオを聴きながら、開場までの最終準備。5分程度の出演予定だったはずが、話がおおいに盛り上がり、延長しているもよう。しかし、金田もパネリストとしてイベントに登壇する予定となっている……果たして開場に間に合うのか!?


  □6/15（金）16:30


  開場前から並んでいたお客さんも多数。続々と入場していただく。「ガラガラだったらどうしよう」という不安からようやく解放される。


  □6/15（金）17:05


  客入れが落ち着いたところで5分押しでの上映開始。初めてのシアター上映、大画面のスクリーンと満席の会場で観る自分たちの作品に興奮した。これが監督としての最高の瞬間なんだと感じた。


  □6/15（金）18:50


  上映終了。休憩を挟んでパネルディスカッションへ。津田さんギリギリの会場入り。毎度毎度、どうしてこんなスケジューリングになっているのか……。


  □6/15（金）19:15


  パネルディスカッション開始。今日のテーマは「今、被災地で求められているサポートは何か」。


  【司会】


  津田大介（ジャーナリスト / 東京都出身）


  【パネリスト】


  阿部憲子（南三陸ホテル観洋・女将 / 宮城県出身）


  今村久美（NPO カタリバ / 岐阜県出身）


  金田浩樹（「おくの細道 2012」共同監督 / 秋田県出身）


  野口美佳（PEACH JOHN創業者 / 宮城県出身）


  出身地も被災地との関わり方も違う5人、それぞれの視点からさまざまな意見が出た。いくつか印象に残った言葉をここに挙げる。


  津田「被災地で求められているサポートは何か。実際に現場で話し合うことだ。今回の複合災害は、日本が経験したことがない国難である。その中で、2011年を表す漢字に『絆』が選ばれた。震災直後の国難に対する一つの思いがこの言葉に表れていると強く感じた」


  津田「今日のテーマは二つある。一つ目は、『分断』がなぜ起きているのか。またもう一つは『希望』というキーワード。東大の玄田有史先生が希望学をやられている。希望はなにもないところからではなく、絶望から生まれるのだと。そういう意味でも震災という絶望から希望の種をどう育てるかが重要だ」


  阿部「中央での机上の理論では、被災企業の待遇改善は難しい。その点が非常に悩ましい問題」


  阿部「高台にある私たちのホテルから街が津波に呑まれる情景を見た時には、祈ることしかできなかった。心が折れる状況だった。でも大変な危機を乗り越えても救われない。電気も水もなかった。水は4か月止まった」


  今村「被災地の人たちにこう言われたことがある。弱者扱いしないでほしい、『してあげる』感覚で来ないでほしいと。何度もそう言われるうちに、自分は何と無知なんだ、もともといる人たちの力を引き出さないといけないと思い、石巻などに通うようになった」


  今村「教育の関わる団体の場合、教育委員会との交渉が必要になるので、ほかのNPOとは違う。私たちはNPO同士のルールがわからず、さらに後発組だった。途中で『女川に入る団体は決まっていて、そこに挨拶をしないといけない』との助言もいただいた」


  金田「映画などにして残さないと、被災地はどんどん忘れられていく。だから、かたちとしてDVDを作ろうということになった。『おくの細道2012』の販売利益は、取材先である被災地に還元する。その第1弾が子ども神輿だ。これをISHINOMAKI2.0に発注して納める」


  金田「『東北人』とひとくちに言っても、みんな一概にこうとは言えない。太平洋側か、日本海側かでもだいぶ違う。しかし、パニック時には一つに決めたがる。NPOだってトラブルがあってもうまくいくところはうまくいく。一喜一憂する必要はない」


  野口「仙台市役所に行って支援を申し出たが、『個人の支援は受け付けていません』と言われた。何度も別部署にたらい回しにされ、ある地区に物資を持っていくように言われた。するとそこには、企業などの支援によるものすごい量の物資があった」


  野口「避難場所での生活について、対応したのは初老の男性だった。しかし生活用品はもちろん、長期間生活するとどうなるかについても、発想が足りなかったように思う。主婦の方に任せるべきだったのではないか」


  ○Ustreamアーカイブ：


  http://www.ustream.tv/recorded/23347327


  ○パネルディスカッション実況まとめ Togetter：


  http://togetter.com/li/321205


  ○南三陸ホテル観洋のスタッフによるブログ記事：


  http://www.mkanyo.jp/onsendayori/2012/06/post_1569.html


  □6/15（金）22:00


  シンポジウム後、ご来場者を含めて懇親会を行った。映画を観た感想は、ツイッターなどで検索すれば読める。しかし、映画を観た方から直接感想を聞くという体験は、それとは違った意味で貴重だった。懇親会場で「おくほそTシャツ」を買いたいという方がいて、なんとTシャツはこの場で完売！ この調子でDVDも完売を目指したい。


  [*1] http://ishinomaki2.com/


  [*2] http://ishinomaki-lab.org/


  [*3] http://www.maruta-takuyo.co.jp/


  [*4] http://www.at-s.com/news/detail/100111244.html


  [*5] http://www.rq-center.net/tome/26709


  [*6] 映画ではこの部分を時間の都合でカットした。


  [*7] http://www.smt.city.sendai.jp/smt/facilities/f1/shop.html


  



  ◆7月4日（水）「おくの細道2012」上映＆シンポジウム「東北と日本の明日を考える」を開催します


  6月15日に行ったせんだいメディアテークでの上映会に続き、7月4日、渋谷アップリンク・ファクトリーにて「おくの細道2012」劇場特別版上映＆シンポジウムを行います。HD画質＆劇場版音声、特別編集版での上映となりますので、すでにDVDでご覧の方々もぜひお越しください。司会は津田大介、ゲストに社会学者の開沼博氏と本作共同監督の金田浩樹氏を迎え、「東北と日本の明日を考える」と題したシンポジウムを行います。シンポジウムのみの参加もお待ちしております。上映後20時15分頃の開始を予定しております。


  テーマ：「おくの細道2012」上映＆シンポジウム「東北と日本の明日を考える」会場：渋谷UPLINK


  日時：7月4日（水）18：00開場/18：30開演（上映後シンポジウム）


  出演：津田大介（司会）、開沼博（社会学者）、金田浩樹（「おくの細道2012」共同監督）


  入場料：1500円（1ドリンク付き）


  ご予約はアップリンクのウェブサイトからどうぞ！


  http://www.uplink.co.jp/factory/log/004504.php


  ゲストの開沼博さんには「おくの細道2012」に、以下のような推薦コメントをお寄せいただきました。


  限られた「ブランド被災地」「ブランド被災者」だけを訪ねては、針小棒大に「とんでもないことになっていた」とセンセーショナルに語りむやみに「ブランド」消費するのではなく、その間をつなぎながら「残るもの」にする。少しでも多くの人に「おくの細道」を歩いてもらいたい。


  



  ◆6月22日、福島大学で「おくの細道2012」の鑑賞会が開催されました


  福島大学で6月22日に行われた津田大介のゲスト授業に先駆け、同大学の教員・高橋準（@myriel_june）さんのゼミで「おくの細道2012」鑑賞会を開催していただきました。小嶋が高橋さんによる鑑賞会およびゲスト授業関連のツイートをtogetterにまとめています。「おくの細道2012」を話し合いの媒介にしていただけるのは、とても意義があることだと思っています。こうした試みは大変ありがたいです。


  ○「おくの細道2012」の福島大学ゼミ上映感想まとめ


  http://togetter.com/li/326971

  


  「おくの細道2012」DVDは、こちらから通信販売でお求めいただけます！


  ■販売価格


  1000円（税込）※別途送料がかかります


  ■オンラインショップ


  ・名刺入れ専門店【mgnet】楽天市場店（クレジットカード、コンビニ決済、銀行振込、代金引換、楽天バンク決済、Edy決済）


  http://item.rakuten.co.jp/cardcase-mgnet/nl-0012-0101#cart


  ・名刺入れ専門店【mgnet】Amazonマーケットプレイス（クレジットカード）※「出品者からお求めいただけます。」のリンクから「mgnet」のストアをお選びください。


  http://www.amazon.co.jp/gp/product/B0085GP7WW


  ・「おくの細道2012」公式サイト（PayPal、クレジットカード）


  http://okuno-hosomichi.tumblr.com/Buy


  ・KINOKUNIYA BookWeb（クレジットカード、代引、紀伊国屋ギフトカード）


  ※1,500円（税込）以上のお買い上げで送料無料です。


  http://www.kinokuniya.co.jp/nb/bw/special_products/okunohosomichi/index.html


  ■店頭での取り扱い


  全国の紀伊國屋書店旗艦店、東京・代官山の蔦谷書店、外苑前のワタリウム美術館、ヴィレッジヴァンガード高円寺店、西日暮里の古書ほうろう、渋谷の


  UPLINK FACTORYの店頭でも販売を行っています。詳しくは


  （ http://okuno-hosomichi.tumblr.com/post/22438079360/20 ）をご覧ください。

  


  ◆「おくの細道2012」感想募集中！


  ツイッターのハッシュタグ #okuhoso に、たくさんの感想をお寄せいただいています。本メルマガでもみなさまの感想を募集し、このコーナーで紹介させていただこうと思います。以下のフォームから、どしどしお寄せください！


  http://bit.ly/INNGZM


  津田大介のデジタル日記〔6月13日〜6月17日〕

  


  ツイッターでは書ききれない、いろいろな日常の記録やその時感じた思いをこちらに書いていきます。〔毎号配信〕


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  140字で答えるQ&A


  


  読者の方からのあらゆる質問に、できるだけ140字以内で答えていきます。質問は 140qa@neo-logue.com までどうぞ。質問の受付は、一号につきお一人様一問まで（400字内）とさせていただきます。受付は毎週金曜正午締めです。なお、すべての質問に回答できるとは限りませんので、あらかじめご了承ください。いただいた質問は書籍やウェブサイトなどで二次利用させていただく可能性があります。〔毎号配信〕


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  メディア・イベント出演、掲載予定〔6月21日〜7月21日〕

  


  この先のメディア・イベント出演、掲載予定です。★は今号から掲載された新規情報です。〔毎号配信〕

  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  MIAUからのお知らせ

  


  僕が代表理事を務めるインターネットユーザー協会（MIAU）から、最新情報をお伝えします

  


  こんにちは。メルマガスタッフでMIAU事務局長の香月です。違法ダウンロード刑事罰化、参議院でも通ってしまいました。大手メディアも「可決だけは」大きく報じてくれました。


  ■著作権改正法案が成立--リッピング違法化と違法DL刑罰化が10月1日より施行（朝日新聞デジタル）


  http://www.asahi.com/digital/cnet/CNT201206200075.html


  ■違法ダウンロードに罰則、DVDリッピングも違法化 （日本経済新聞）


  http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK2102W_R20C12A6000000/


  ■違法ダウンロードに刑事罰 改正著作権法が成立（msn産経ニュース）


  http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/120621/trl12062100210000-n1.htm


  ■違法ダウンロードに罰則…改正著作権法が成立（読売新聞）


  http://www.yomiuri.co.jp/politics/news/20120620-OYT1T00996.htm


  ■改正著作権法が成立＝違法ダウンロードに罰則（時事通信）


  http://www.jiji.com/jc/c?g=eco_30&k=2012062000720


  今回の違法ダウンロード刑事罰化を進めた公明党の機関紙、公明新聞は以下のように報じています。


  ■違法ダウンロード防止へ 改正著作権法が成立 罰則設け、啓発教育も重視


  （公明新聞）


  http://www.komei.or.jp/news/detail/20120622_8425


  杉良太郎氏のコメントが掲載されているあたり、氏がロビイングしていたという噂は本当だったようですね。


  今回の改正で何が変更されるのかについては、以下の記事でWinny裁判で弁護人を務めた壇俊光弁護士が明快に説明してくださっています。


  ■違法ダウンロードに刑事罰・著作権法改正で何が変わるか　壇弁護士に聞く（ITmedia）


  http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1206/20/news015.html


  今回の改正では政府や地方公共団体、そして事業者に法改正の周知と違法ダウンロード防止啓発活動が附則で義務づけられました。その義務は公布の日から即日施行されます。つまり罰則化が実際に動く前にちゃんと啓発活動をするよー、ということです。今回のMIAUや日弁連、そしてみなさんの抗議活動がなければ、こういう附則、そして付帯決議がつくことはなかったでしょう。そういう意味では活動の意味はあったと思っています。悔しいですけどね。


  ちなみに今回の反対活動についてはこういう手厳しい意見も寄せられています。いやまぁそのとおりといった感じで落ち込む反面、こういう視点を取り入れていくことを考えていかないといけないですね、と反省しました。


  ■ぼくらの七日間戦争（クロサカタツヤの情報通信インサイト）


  http://japan.cnet.com/blog/kurosaka/2012/06/21/entry_30022323/


  さて今回、民主党の議員さんと一緒に政府に質問主意書を出すことになりました。質問主意書とは議員が内閣に質問する際に議長に提出するもので、内閣は質問主意書を受け取った日から7日以内に回答をする必要があります。今回MIAUではMIAU会員の皆さん、そして有識者の皆さんと質問主意書の案を書きました。これを元に議員さんが検討して政府に提出してくれることになっています。ちょっと長いですが、以下にその内容を転載します。本来は以下のような議論をしてから、法律を検討すべきだと思います。どうせ会期延長するんでしょうし。

  


  違法ダウンロード刑事罰化に対する質問主意書案


  一般社団法人インターネットユーザー協会（MIAU）


  高橋 健太郎（文筆家、音楽制作者）


  山田 奨治（情報学者、国際日本文化研究センター教授）


  1. 著作権法に新たに創設される第119条第3項により私的違法ダウンロード行為に刑事罰が付与されるが、私的違法ダウンロード行為の場合、具体的にどのような場合に捜査が開始されるのか。権利者からの自発的な通報・告訴のみによるのか、警察が他の捜査等から得た証拠により捜査の開始・告訴を権利者に促すこともあるのか。警察が他の捜査等から得た証拠により捜査の開始・告訴を権利者に促すこともあるとした場合、どれほどの証拠により警察が権利者に捜査の開始・告訴を促すことができるとするのか。摘発した違法サイトへのアクセスログのみをもって足りるとするのか。それ以上に外形的に違法性の認識・故意性を示す証拠が必要であるとして、それはどのようなものか、違法サイトへのアクセスの数が問題になるのか、あるいは、さらに同時になされた掲示板等の書き込み等（例えば「違法アップありがとうございます、ダウンロードさせてもらいました」）を必要とするのか。どのような場合に、違法ダウンロード行為を行った被疑者となるのかを例示されたい。


  2.データの量が違法性の認識・故意性の証拠となり得るような場合、さらにどのようなことをもって違法性の認識・故意性があったとするのか。またサイトへのアクセスの回数が違法性の認識・故意性の証拠となり得るような場合、どのようなことをもって違法性の認識・故意性があったとするのか。さらに容疑者がその事実を知らなかったと容疑を否認した場合、どのような証拠でもって故意性、違法性の認識の証明がなされるのか。容疑者の自白のみをもって足りるとするのか。


  3. 権利者の自発的な通報・告訴による場合、どれほどの証拠を権利者が提出することにより、私的違法ダウンロード行為者に対する捜査が開始されるのか。特に、どれほどの証拠により、強制捜査のための令状あるいはダウンロード行為者の情報開示のための捜査関係事項照会書が発出されるのか。また合法か違法か区別がつかないが、違法かもしれないと考えてダウンロードした場合への私的違法ダウンロード罪の適用はどうなるのか。


  4. 無料放送番組、広告つきあるいはプロモーション用などで無料配布されている音楽あるいは映像は、今回の法文における有償著作物とされるのか。また当初は有償でなくとも、後のCD販売に合わせて同じコンテンツが有償で提供されるように変化した場合、その後は有償著作物に変化すると解釈するのか。有償著作物に変化するなら、無償の時点で違法アップロードされた著作物のダウンロードは、どの時点から刑事罰対象に変化するのか。有償となった後に違法アップロードされた著作物のみが、刑事罰を負う違法ダウンロードの対象となるのか。


  5. 有償で公衆に提供／提示されていたとしても、現在にあっては、有償での入手あるいは聴取の方法がない場合（例えば古いレコードなど）は、今回の法文における有償著作物とされるのか？対象とされる場合、過去の文化遺産であるその音源を研究等のために入手する手段もなくなってしまうが、それは文化研究や文化振興上、好ましいと言えるか。


  6. 動画サイト等におけるストリーミング視聴及びそのキャッシュは現行法の第47条の8で合法とされているところであり、著作権法への第119条第3項への追加によっても、この整理は変わらず、ストリーミング視聴あるいはそのキャッシュが犯罪とされることはないとの理解で間違いないか。また、インターネット上では、外形的にダウンロードとストリーミングの区別がつかない場合もあり得るが、このように外形的に区別がつかない場合も、同じく犯罪とされることはないとの理解で間違いないか。


  7. 著作物の違法合法を区別することが法律のプロでも困難である場合が存在する。著作物の違法合法を明確につけることがほぼあらゆる者にとって実質不可能な中で、私的違法ダウンロード行為を処罰化することに罪刑法定主義上の問題はないか。


  8. 海外サイトあるいは外国の著作物については、エルマークなどを用いて違法合法の区別がつく可能性はない。海外サイトからのあるいは外国の著作物の私的ダウンロード行為に関する摘発は基本的に極めて困難であると考えてよいか。


  9. 権利制限等との関係で、国内で違法とされ得るとしても、海外で合法とされる著作物もあり得るが、このようなものを私的違法ダウンロード罪の適用対象とするか。


  10. 親が子の違法ダウンロードを発見した場合、当該ダウンロードファイルを削除するのが妥当な対応ではないかと考えるが、削除は証拠隠滅罪（刑法104条）となるか。証拠隠滅罪に該当する場合、刑法105条で、削除した親族は、刑を免除される可能性があるか。また、免除されないとしたら、どのようなケースが想定されるか。


  11. 可罰的違法性の観点から、1、2件の少数のダウンロードでは立件される


  ような事態にはならないと久保利参考人は述べたが、それはつまり、悪質な常習犯のみが処罰対象と言っているものと思われる。しかし今回の改正は、常習犯を一罪として処罰する構成要件となっていない。常習犯が本当の処罰対象なら、そのような構成要件にすべきである。複数回に渡るダウンロードで初めて立件されるべき時点に至っては、併合罪として刑が加重されるおそれはないか。「2年以下の懲役もしくは200万円以下の罰金」が妥当という考え方があったとしても、併合罪として刑が加重されるケースしか起訴便宜主義で起訴されないならば、結局は妥当と言えるよりも重い処罰が課せられることになるのではないか。


  12. インターネットの性質から考えて、掲示板における書き込みやリンク等の存在のみをもって管理者が刑事罰の対象となるとした場合、実質インターネットの利用・管理が不可能になると考えられる。単なるサーバ管理者やサイト管理者は、違法サイトへのリンクや書き込み等の存在により、私的違法ダウンロードへの幇助として罪に問われることはないと考えてよいか。


  13. 法文では、国外で行われる自動公衆送信であって、国内で行われたとしたならば著作権又は著作隣接権の侵害となるべきものを含む、とされているが、これは海外のサイトから、その国においては無償でダウンロードできる状態が合法であるコンテンツをダウンロードしても、日本人は著作権又は著作権隣接権に問われ、罰則を受けるということがあるということでよろしいか。これは、日本人が海外に滞在しながら、それを行った場合も、含まれるのか。


  14. 海外のサイトには外国語の表示しかない上に、合法的にダウンロードすることができるコンテンツであると明示されている場合であっても、それが日本国内で行われたとしたならば著作権又は著作隣接権の侵害にあたるかもしれない可能性は残るはずである。となると、一般人がその「事実を知って」、判断するのは極めて困難と考えられる。そこで萎縮すれば、海外の幅広い文化に触れる機会を失うことになるが、こうした海外のサイトについて、一般ユーザーに判断材料を与える方法については、検討されているか。


  15. 法文では、法施行後1年を目途とした検討条項が設けられている。一部の識者が指摘するように、萎縮効果でかえってレコード産業の衰退に繋がるということが観察された場合、どのような見直しを検討しているか。


  16. 法文では、著作権法改正の附則第7条に国民への啓発がある。この効果測定はどのように行われるのか。また前回の改正時から2年の間で「ダウンロード違法化」の周知は全国民の半数程度にしか行き渡っていない現実があるなか、公示から規定の施行までの3ヶ月では、ダウンロード処罰化の周知は大変難しいと考える。周知が不十分であり、インターネット利用者がこのことを知らずに摘発されることもあり得ると考えられるが、その場合の人権の保障をどう担保するか。


  17. 違法ダウンロードでも、有償著作物等でなければ刑事罰対象でないので、無償なら権利侵害しても構わないという認識を世の中に広めかねないが、それはこの法改正が想定するものか。


  18. 参考人質疑の中で、岸参考人は、違法サイトへの削除要請の手間や海外サイトへの対応が難しいことなどから、違法アップロード側だけの刑事罰では無理があると述べた。アップロード側の海外サイトのサーバを証拠とできないなら、ダウンロード者をどう特定するのか。


  19. 参議院文教科学委員会の質疑において、神本文部科学大臣政務官が刑罰化に「一定の抑止効果があるという意見を承知している」と述べるなど、立法のアナウンス効果による権利侵害の抑止が今回の刑罰化で実効性を期待できる部分であろう。それならば侵害の捜査に入る前に、侵害者に警告を発するだけでも大きな抑止効果が得られるはずである。水落委員の質問に対する河村議員の答弁においても、刑事政策的な考慮として事前に警告を発する必要性が明言されている。捜査の前段階として侵害者に警告することについて、政府の見解を示されたい。


  20. 違法ダウンロードを未然に防ぐ努力をすべきであるが、今後の違法アップロード対策についての具体策を示されたい。また今後、アップロード対策のために米国DMCAにあるようなウェブ検索結果の削除申し立て制度や、ブロッキング、アクセス停止などの方法を関係事業者に課すことを考えているか。


  21. インターネット全体で見た時にはエルマークにより違法合法が区別できるサイト等はごく一部であると考える。エルマークの適用を受けていなくとも、ダウンロードが適法である場合を例示されたい。また著作権法改正の附則第8条に関係事業者の防止措置義務が規定されているが、政府が想定する関係事業者の防止措置の具体的内容を示されたい。


  22. 合法な音楽の共有がなされているがエルマークが現在適用されていないサービスのうち、国民に広く一般的に利用されているものに「iTunes Store」「SoundCloud」「beatport」「Jamendo」「bandcamp」がある。これらのサイトにエルマークの適用を求めるか。もしエルマークの適用を拒否された場合、これらのサイトにおいて、エルマークを用いた合法・違法の判断はつかない。またダウンロードの前にアップロード者に毎度合法であることを確認するのは、利便性を非常に損ない、非現実的である。この場合の違法要件について、国民はどのように判断すればよいか。


  23. インターネットでは既に、アマチュア、プロ、プロになろうとしている者のいずれであろうと、音声ファイルや動画ファイルに限らず、あらゆるコンテンツを販売することが簡単にできる環境がある。ファイルのダウンロード自体に対価を払う、物理的なグッズにファイルのダウンロード権が付く、月会費に含まれる、試聴後に物理的媒体を購入するなど様々な形態があるが、規模が小さく認証取得が経済的に見合わないなどの理由から、これらの配信者（個人、法人を問わず）はエルマークの認証をとることが不可能である。この場合、ユーザーは「エルマークのない小規模なところからダウンロードすると違法ダウンロードになってしまうかもしれないので、試聴も購入も行わない」という選択をとる可能性が高い。またこれは小規模事業者や個人事業主がコンテンツのダウンロード販売を始めようとする際の極めて大きな参入障壁となる。このような萎縮効果を生まないための具体的な対策をとるか。


  速水健朗の「本を読まない津田に成り代わってブックレビュー」《第20回》

  


  あまり本を読まない僕の代わりに、本好きで知られる編集者／ライターの速水健朗さん（@gotanda6）がおすすめの本を紹介する書評コーナーです。〔毎号配信〕

  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  @sammy_sammyの週刊有料メルマガレビュー《第15回》

  


  僕の高校時代からの友だちで、ツイッターで有料メルマガのレビューを行っている@sammy_sammy。彼が購読中の有料メルマガの中から、面白かったものを毎週取り上げ、その内容をレビューします。購読する有料メルマガは随時増やしていく予定です。〔毎号配信〕


  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  プレゼントコーナー Expanded

  


  


  今回もプレゼントコーナー用に特別対談を収録しました。対談相手は、権力と一体化するマスメディアの実態に迫る『官報複合体』（講談社）を2012年1月17日に上梓した牧野洋さん（@yomakino）です。牧野さんは日本経済新聞の元編集委員で2007年に独立。現在はカルフォルニアに住み、フリーのジャーナリストとして活動しています。


  牧野さんはコロンビア大学ジャーナリズム・スクールで学び、日本の新聞記者として海外で取材を続けてきました。その牧野さんから見て、日本のマスメディアはどのような構造的な問題を抱えているのでしょうか。日本とアメリカのメディアを知る立場から、報道のあるべき姿についてお話を伺いました。


  牧野さんの著書『官報複合体』をプレゼントに5冊いただきましたので、対談を読んで興味が湧いた人は、ぜひ応募してみてください。


  [Amazonで購入]


  →『官報複合体』牧野洋（講談社）


  http://www.amazon.co.jp/exec/obidos/ASIN/4062174820/tsudamag-22

  


  ◆「官報複合体」権力とメディアの癒着を解体せよ


  津田：牧野さんが上梓された『官報複合体』（講談社）を拝読しました。「いや、本当にそのとおりだな」としみじみ思いながら読み進めましたね。特に3.11に関するマスメディアの報道は、政府や東電による発表を流すだけの「発表報道」が本当に多かったなと。牧野さんは大学生の時にジャーナリストを志して日経新聞に入社し、サラリーマン記者として24年以上、取材を続けてきましたよね。その間、「あれ？ なんか違うな」と疑問を感じていらっしゃったのではないかと。そして、さまざまな思いを溜めこんだ結果、「会社を辞める」という決断をされたのではないかと思います。どのような経緯で、そのような決断をされたのでしょうか？


  牧野：会社に在籍している間は、「新聞社」というシステムに限界を感じつつも、「志を同じくする人たちと一緒に仕事ができればいい」と思っていました。お互いに志気を高め合っていける上司や同僚、部下が周りにいましたから。もちろん家族を養うため、安定した稼ぎを得なければならなかったという事情もあります。だから『官報複合体』みたいな本を書くのは、定年退職後になるだろうと思っていましたね。


  津田：それが定年前に独立し、『官報複合体』を書くことになった直接のきっかけはあったのですか？


  牧野：2006年秋に、私の書いた記事が掲載直前になって見送りになったんです。上司からは「正論を書いている」と言われながらも、「社内的に微妙だから」という理由で。要は「権力側からクレームがついた」ために掲載できなかった。その記事は、経団連にとって都合が悪い内容だったんです。


  津田：結局、掲載は……。


  牧野：強く抗議しましたが、経団連から直接・間接の圧力を受けてボツになりました。残念なことに、信頼していた社内の人たちも、上層部に気兼ねして一緒に闘ってはくれませんでした。ジャーナリストとしてではなく、サラリーマンとして考えた結果なんだと思います。「これ以上新聞社勤めを続けても、まっとうな仕事はできない」という気持ちが強まりました。もともと外国に住みたかったし、ワークライフバランスを見直したかったこともあり、これもいいタイミングだと思いました。とはいえ、独立するとなると家計が一気に厳しくなる。そこで妻に相談したら、あっさりと「大丈夫、辞めてもいいよ。私も働くから」と言ってくれたんです。


  津田：奥様が後押ししてくださったんですね。そして、『官報複合体』の出版も早まったと。その『官報複合体』にも詳しく書かれているように、日本の大手メディアの報道が政府や官庁のプレスリリースを記事にするだけの「発表報道」が中心になってしまうのは、記者クラブの問題などいくつかの原因がありますよね。ただ、先ほどの経団連の話で言えば、仮に直接の圧力がなくても記者やデスクが勝手に自主規制することもあるのではないですか？


  牧野：それはありますね。上から直接言われなくても、編集局や記者が勝手に空気を読んで「このテーマでは書いてはいけない」とか「こんなふうには書かないほうがいい」と判断してしまうこともよくあります。実はこれも、記者クラブと根っこの部分では同じ問題「官報複合体」的な構造ゆえの問題なんです。つまり、権力にとって都合の悪い情報を、本来であれば権力と対峙すべきメディアが、気を遣って報じることができない、というわけです。


  津田：『官報複合体』第三章の内部告発者の扱いに関する日米の比較も面白かったです。アメリカは権力側を追及し、匿名の内部告発者を守るけど、日本のメディアはまったく逆で、内部告発者を軽視して、むしろ権力側を守ろうとする。その典型的な事例として、いわゆる西山事件 [*1] 沖縄の密約問題に絡んで外務省の女性事務次官に告発を促した元毎日新聞記者の西山太吉さんが有罪判決を受けた事件を挙げていますね。メディアは西山さんと女性事務官が「情を通じて」いたことに焦点を当てて、結果的に沖縄の密約問題を不問としてしまった。


  牧野：ええ。検察幹部だった三井環さんが検察庁の裏金問題を告発しようとした三井環事件や、最近では海上保安官による尖閣ビデオ流出事件 [*2] もそうです。出された情報そのものよりも、内部告発はいかがなものかという論調で内部告発者の責任を追及する。アメリカだったらまずありえないですよ。内部告発者は守るし、どのような経路であれ内部告発者が出した情報は自分たちで徹底的に裏を取る。その上で権力側を追及するんです。


  津田：日本とはまったく正反対ですね。どうして日本のメディアは権力に及び腰なんでしょうか？


  牧野：日本の新聞やテレビが権力に弱いのは、「権力側から情報をもらうことがニュースである」というメンタリティが長らくあったからだと思います。厚生労働省の雇用均等・児童家庭局長だった村木厚子さんが逮捕された郵便不正事件 [*3] もそうです。この事件は、後に無罪判決が確定し、事件を担当した主任検事によるデータ改竄事件にまで発展しましたが、村木さんが逮捕された直後は、どのメディアも検察のリーク情報に頼った推定有罪的な報道に走りました。


  津田：無罪判決が下されたことで、ようやく検察を批判する記事も書かれるようになりましたね。でもそれ以前は、村木さんに批判的な記事ばかり。「赤信号みんなで渡れば怖くない」ということではできても、「火中の栗を拾う」ことはしない。


  牧野：検察のリーク情報を疑ったり、検察の捜査はおかしいと批判的に報じることもなかったんです。この事件に限らず、検察のリーク情報を「関係者によると」とぼかしたり、場合によっては出所すら書かずに報じていますよね。要は権力側の匿名性を守っているんですよ。アメリカでは、「検察の誰々によると」と名前を出して報じるのは珍しくありません。捜査される側だけでなく、捜査する側についても明らかにして追及する。それが当然のこととして捉えています。だから、どちらか一方の主張だけではなく、当事者双方の主張を載せるんです。でも日本でそんなことをすると、権力側から嫌われて情報をもらえなくなり、日本的な特ダネ競争に勝てなくなってしまう。


  津田：「日本的な特ダネ」とは？


  牧野：いずれ発表される予定のニュースを事前にすっぱ抜く「発表先取り型」の報道です。権力側からの信頼を得て、いち早く情報を掴むたとえば「明日にも逮捕へ」というような記事ですね。明日になればわかる情報ではあるけれども、いち早く記事にして出せば特ダネになる。その情報をもらうために、権力側の機嫌を損ねるようなことはできなくなるんです。そのせいで、権力と対峙してでも報道しようとする姿勢がなくなっている。マスコミと権力が癒着しているんです。


  津田：それがタイトルの『官報複合体』の意味するところですね。


  牧野：はい、日本の官僚機構と報道機関が実質的に連合体を形成しているその意味で『官報複合体』というタイトルをつけました。


  ◇権力と対峙するということウォッチドッグジャーナリズム


  津田：権力との対峙ということで言えば、やはり「記者クラブ問題」がクローズアップされますよね。僕は「すべて解体すべき」とまでは思いませんが、やはり情報の独占や慣れ合いなどの問題はある。でも、新聞記者とオフで話していると、「連合を組んで『情報を出せ』と迫っていくことに意味がある」と記者クラブの利点を強調する人がほとんどなんですね。一方『官報複合体』ではその点について「そんなことはない」とバッサリ斬られてます（笑）。


  牧野：私も記者時代には、記者クラブについてほとんど疑問を持ったことはありませんでした。各社が集まって権力と対峙している疑問に思うどころか、よいことだとすら思っていたんです。しかし、よくよく考えてみると、記者クラブは、「権力側が発信したい情報」を漏れなく報じる「親権力型」の構造を作りだしても、権力側が国民に隠しておきたい秘密を暴く「反権力型」の構造にはなりえません。しかも、記者同士が一緒に仕事をするのは一種の談合だと捉えることもできます。ゼネコンが価格で談合して競争を制限するのと、記者が情報で協調し合うのは同じ構図だと思いませんか？ 記者クラブで談合しなくても、それぞれ独自に競争し合ったほうが質の高い報道ができるはずです。


  津田：確かに、スクープと言われる報道は記者個人の力で取ってきたものが多いですよね。


  牧野：本来スクープやニュースというのは、国民にとって重要であるにもかかわらず放っておけば埋もれてしまいかねないことを発見し、丹念に調べあげて裏を取り、白日の下に晒すことなんですね。だから、権力側が発信したい情報、もしくは発信できる情報だけをもらう記者クラブには、そういう役割を期待できない。


  津田：その役割を担うのが、『官報複合体』がテーマとして掲げている「ウォッチドッグジャーナリズム（権力監視型報道）」であると。


  牧野：ウォッチドッグジャーナリズムこそ、本来の報道機関の姿だと思っています。「権力が発表したがっている」ニュースを報じるのではなく、「権力が隠したがっている秘密」を明らかにすることで、権力と国民の間の情報格差を埋めることができる。それが「権力と対峙すること」だと思います。


  ◇日本とアメリカ調査報道メディアの新しいかたち


  津田：『官報複合体』では、ウォッチドッグジャーナリズムを実現するために、調査報道の重要性を強調していますね。


  牧野：はい、調査報道は権力のチェック機能の要ですから。調査報道は伝統的に大手メディアがその役割を担ってきたのですが、アメリカでは徐々に変化が起こっています。たとえば、調査報道に特化したネットメディア「プロパブリカ」[*4] が、2010年、2011年に2年連続でピューリッツァー賞を受賞して話題になりましたよね。ネットメディア初ということが注目されがちですが、2007年10月に設立されたばかりの新興メディアが受賞したという側面も見逃せません。


  津田：僕もそう思います。


  牧野：プロパブリカは、個人・団体からの寄付によって運営されている非営利組織（NPO）で、専属スタッフは30名弱と少数ながらも、調査報道を得意とする一流のジャーナリストを集めています。大手新聞社が経営難から調査報道部門を縮小する中、プロパブリカは調査報道に特化し、高コスト、長期取材をいとわない姿勢を見せている。これまでウォッチドッグジャーナリズムの役割を担ってきた伝統的な新聞社の調査報道部門に引けをとらない、もしくはそれ以上と言えるでしょう。


  津田：伝統的な新聞記者からも、「なんて贅沢な」と羨ましがられたりもしているようですね。


  牧野：2010年にピュリツァー賞調査報道部門を受賞した「メモリアル病院での生死の決断」[*5] という記事は、2005年に発生したハリケーン・カトリーナ後の災害医療現場で、医師が致死量以上のモルヒネを投与したことが安楽死なのか殺人なのかという問題を追いかけたものです。この記事を書いたシェリー・フィンク [*6] という女性記者は、この問題を2年にわたって取材しました。かかった費用は40万ドルと言われています。既存メディアに勤めていなくても、重要な仕事ができる。むしろ、そのほうが、自由な発想で自由に取材ができるのではないかとも思います。ところで、プロパブリカのフィンク氏は、自らを「アクティビストジャーナリスト」だと名乗っています。「ジャーナリスト／メディア・アクティビスト」の肩書きを持つ津田さんのイメージと重なりました。


  津田：僕は結果的にジャーナリズムの世界にきてしまったという感覚が強くあるんです。もともとはIT系ライターだったのですが、雑誌がバタバタと倒れていく中、「このまま続けていても、成長はないし、時代に置いていかれて食っていけなくなる」という危機感がありました。そこで、自分の名前で仕事をするために、2003年からジャーナリストを名乗ったんです。2004年に書いた『だれが「音楽」を殺すのか？』（翔泳社）[*7] という本が、ジャーナリストとしての名刺になりました。


  牧野：ジャーナリストとしてのキャリアは、2003年からなんですか。


  津田：はい。次の転機を挙げるとすれば、2006年から政府の文化審議会著作権分科会で委員を務めたことです。その時、今後の法制度を左右する重要なことが議論されているのに、記者が審議会に顔を出していないことに気づいたんです。著作権問題に土地勘がある記者だったらいい記事が書けるはずなのに、傍聴席をみると誰も記者はいない。審議会で議論されていることを世の中に伝えたい、でも誰も取材してくれないじゃあ、どうすればいいのか。その答えとして、ツイッターを使って、「今こんな議論があって、こんな結論になりました」と自分で速報を流すことにしたんです。これは2007年当時でもかなりの反響があって、ツイッターは最速のジャーナリズムになると確信しました。


  牧野：なるほど。


  津田：審議会の委員を務めていて、もう一つ気づいたことは、政策の重要性です。でも新聞やテレビでは、政局報道が中心になっていますよね。社会面や経済面には面白い記事があるのに、政治面が本当につまらない。民主党代表選の報道を見ていても、「小沢詣で」をするかしないかみたいなことばかりで、誰が勝ったら原発の政策が変わるかさっぱりわからない。これはもう、自分が読みたい政治メディアは存在しないんだなと思いました。


  牧野：まったくそのとおりです。古い体質を最も引きずっているのは政治報道でしょうね。読売グループ会長の渡邉恒雄氏を筆頭に、政治部出身の歴代記者が永田町の世界に深く食い込んで、インナーサークルを作り上げている。単純化すれば、伝統的な政治部記者ははインナーサークルのメンバー同士でしかわかり合えない言葉でニュースを伝えることが仕事だと思っています。「何がニュースであるか」という感覚が世間一般とズレてしまい、市民目線の報道ができていません。審議会で議論されたことも、後で官僚のブリーフィング（説明）を聞いて、あたかもその場にいたかのように書いてしまう。


  津田：そのほうが効率的なのかもしれませんが、まさに「官報複合体」の構造そのものですよね。日本の法律って議員立法で成立するケースが1割くらいしかないから、実質お役所の中で決まってしまう。なのになんで、もっと役所を調査して報道しないのかという気持ちがあって、そういうメディアを作れないかなと思っていたんです。そんな中、2009年に「早稲田大学 大学院政治学研究科 ジャーナリズムコース（Jスクール）」[*8] が開催した「ジャーナリズムの新しいかたち〜非営利化するメディアと調査報道の可能性」[*9] というシンポジウムに参加したんです。


  牧野：「非営利化するメディアと調査報道」というと、まさにプロパブリカをはじめとする非営利報道組織のことですね。


  津田：第一部の基調講演で、調査報道NPOの草分け的存在の「センター・フォー・パブリック・インテグリティ」（CPI）[*10] 創設者・チャールズ・ルイス氏から、CPIやプロパブリカ、ブログサイトとしてスタートしたインターネット新聞「ハフィントン･ポスト」[*11] の話を聞いたんです。アメリカでは寄付で成り立っている調査報道があると知って衝撃を受けました。でも、第二部のパネルディスカッションでは、新聞社の論説委員をしているようなJスクールの先生が「寄付型のジャーナリズムは必要だ」と言いつつも、会場からの「じゃあ、なんでやらないんですか」という質問には、「われわれにも生活があるし」「日本でやっても厳しい」と答えざるをえない。僕も当時は「日本で寄付型のジャーナリズムは相当難しいな」と感じました。


  牧野：制度、文化、風習の面で日米の違いは大きいですよね。


  津田：難しいとは思いながらも、調査報道を行うNPOや、政策をきちんと伝えて議論ができるようにするメディアを作りたい気持ちはずっとあったんです。そんな中、ハフィントン･ポストがAOLに3億1500万ドルで買収されたというニュースが飛び込んできたんです。[*12] そのニュースに触発されて、「ハフィントン・ポストみたいなメディアを立ち上げるから投資してください」とお願いしたら資金を提供してくれる投資家がいるんじゃないかと、具体的に考えるようになりました。僕もツイッターなどを通して多少は名前が知られるようになっていましたから。しかしその矢先、東日本大震災が起きたんです。


  牧野：そうだったんですか。


  津田：それから3カ月くらいはツイッターで情報を流す活動をしていました。現場に取材に行って話を聞くと、行政が立ち行かず遅々として復興が進まない状況があるんです。政策の議論をちゃんとしなければいけないのに、新聞やテレビなどのメディアは、まったくその役目を果たせていない。「いよいよ自分で作らなきゃダメだな」と思ったんですけど、それまでに自分の心境に変化があって、「他人の金でやったらダメだ」と思うようになったんです。自分のお金でなければ、自分が決定権を持てない。もちろん、資金なんてありませんでしたが、堀江貴文さんや上杉隆さんがメルマガで成功していたのを見ていたので、ツイッターで獲得したフォロワーに有料でメルマガを購読してもらえれば、それを原資に記者を何人か雇ってミニマムにメディアを始められるんじゃないかなと。それで2011年9月からメルマガをスタートさせて、そこで稼いだお金を使って新しいメディアを立ち上げようと動いているところです。


  牧野：今のお話を伺うと、ツイッタージャーナリズムから始まった津田さんと、プロパブリカのようなNPO報道機関は似ていると思いました。活動をサポートしようと寄付で成り立っているのが、アメリカのNPO報道機関。メルマガ読者が、新しいメディアを立ち上げようとしている津田さんに寄付していると考えれば、形態は違っても非常に似た構図ですよね。


  津田：実際、メルマガの内容には興味ないけど、政治メディアに興味があるから購読している人もいるようです。メルマガで毎月のキャッシュフローができれば、新しいメディアは無料でもスタートできる。そういうやり方が見えてきたので、手ごたえはあるんです。今のところ、想定以上の読者を集め、キャッシュフローも見えてきたので、いろいろな人に声をかけ始めています。ただ、自分がいいなと思う記者や編集者って、大手に勤めていて年収1000万クラスの人たちなんですよね。


  牧野：今はそうですよね。日本のメディア業界は、まだ激震に見舞われていないので、優秀な人材が囲い込まれたままになっています。私の地元の「ロサンゼルス・タイムズ」なんて、人員削減をして、1100人いた編集局の人員を600人にまで減らしました。[*13] そして、会社を去った記者たちは調査報道NPOに雇われたりしています。


  津田：先ほどお話したシンポジウムで、NPOの報道機関で働く記者の年収が4万ドルくらいだという具体的な話も聞いたんです。400万円くらいで優秀な記者を雇えるほど人材の流動性がある環境は、メディアを立ち上げるには非常にいいですよね。


  牧野：「低給であっても世の中のためになることをやっている」とプライドを持ちながら仕事ができるという側面もあると思います。「今までみたいにやりたくないことをやらされるより、ここで働いたほうが楽しい」と。2010年10月、ハフィントン･ポスト創業者のアリアナ・ハフィントンがロサンゼルスを訪れたとき、「ハフィントン・ポストを創刊して最も誇りに思うことは何か？」と聞いたことがあるんです。彼女は「記者や編集者ら100人以上に上る編集部が構築できたこと」と答えました。社会にとって真に意味のある報道ができる編集部が組織できたことが、何よりもうれしかったのでしょう。


  津田：そういう意味では、僕もやりがいは示せると思うんですが、記者や編集者にも生活がある。「多少の減収なら構わない、やりがいのある仕事がしたい」と言ってくれる人もいるとは思いますが、それにも限界はありますよね。年収1000万円が半減となれば、かなり難しいでしょう。若い人材を育てていくのがいいのか、それとも経験がある人がいいのか。悩みどころですが、今は焦っても仕方がないので、じっくり面白い人に声を掛けながら、立ち上げメンバーを探しているところです。今のところの方針としては、募集するのではなく、自分から声をかけて意識を共有できる仲間を探すようにしています。そうしないと、最初はダメかなと思って。


  ◇メディア業界の行方


  牧野：津田さんは、5年、10年先のメディア業界はどうなっていると思いますか？ しぶとく現状維持でいくのか、それともアメリカのような激変を迎えるのか。


  津田：新聞社がなくなることはないでしょうが、数は減っていると思います。そもそも、大手新聞社は記者の数が多すぎる。『官報複合体』でも指摘されていますが、発表報道は通信社に任せて、新聞社は調査報道だけをやるという役割分担をはっきりさせればいい。余剰な人材を抱えると、今後ますます厳しくなるでしょうから。


  牧野：どうして新聞社の数が減っていくと思うんですか？


  津田：新聞を読むと、説明が足りなすぎて読者に伝わっているのだろうかといつも疑問に思うんです。ある新聞社から聞いた話ですが、「どういう理由で購読しているのか」という調査を読者にやってみたら、一番多かった回答は「なんとなく」だったそうです。要は新聞ってライフスタイルなんですよね。宅配というビジネスモデルに支えられ、なんとなく惰性で購読することが当たり前になっている。電気、水道、ガスなど光熱費のような感覚で購読している読者が、「新聞読んでもよくわからないし、もういらないよ」と気づいてしまったら、新聞ビジネスは傾くでしょうね。


  牧野：本当におっしゃるとおりで、私も日経に勤めていた頃ですら、日経新聞を読んでいてわからない記事があったくらいです（笑）。


  津田：もちろん、予備知識があれば理解できるんでしょうけど、「予備知識なしで読んでる人もたくさんいますけど」と突っ込みたくなる。


  牧野：新聞記事は、読者が毎日毎日同じテーマを追い続けてくれているという前提で書かれているんです。毎日読み続けてもらっているという発想なので、背景や説明は極力省いて書いてしまう。私も新聞からしばらく遠ざかっていると、「ここの部分はもうちょっと説明してくれないとわからないよ」と思うことがよくあります。


  津田：なるほど。読者は新聞を毎日丹念に読み込んでくれている、という前提で書かれているんですね。


  牧野：その点では、アメリカの新聞のほうが親切です。掘り下げて長文を書くスタイルが中心ですから、初めて目にしたニュースでも、どういう経緯でそうなったのかよくわかる。原発事故報道も、日本の新聞よりニューヨーク・タイムズのほうがわかりやすいこともありました。日本の新聞記事は短くてすぐに読めるんだけど、一つの記事を読んだだけでは十分理解できないんですよ。


  津田：体系的な理解にはつながらないんですよね。ニュース解説者の池上彰さんがすごい人気を得たのも、大手新聞がわかりやすい報道をしていないからだと思います。ニュースの構造を理解するために、池上さん的な説明が求められている。噛み砕いて説明することへの批判もあるでしょうが、わかりやすく伝えつつ政策の論点をあぶり出す必要があると感じています。


  牧野：政局報道のように、次に起きそうなことを察知する権力の速記者みたいなニュースを書き続けていると、記者が深くものを考えなくなるんですよね。「もっとわかりやすく、噛み砕いてどこに本質があるのかを書いてくれ」と求めても、できないんだと思います。プレスリリースを記事風に書き直す技術はあるんだけど、突っ込んだ報道をすることはできない。原発報道でも、政府や東電の発表をまとめることはできても、発表していることが正しいかどうかを検証する知識と経験が不足している。1〜3年で担当がころころ変わることも原因で、それまで地方支局でサツ回り（こまめに警察を取材し情報を聞き出すこと）をやっていた人間が、いきなり原発報道に回される。政府が大丈夫だと言えば、「政府は大丈夫だと言っている」としか書けないんです。


  津田：記者のスキル的な問題もあるわけですね。それとはまた別に、東日本大震災報道で新聞社はもったいないことしたなと思っています。東北に100人規模の記者を派遣して、いっぱい記事を書いているのに、実際にはその1〜2割しか掲載されていないんですよ。でも、紙面から落とされてしまった8割にこそ、価値があると思うんです。


  牧野：そう。私が新聞社にいてずっと疑問に思っていたのが、まさにそこなんです。たとえばオリンパスの損失隠し事件 [*14] でも、事件を追いかけている記者の関心事が、上場廃止になるかならないかの一点に集中してしまったんです。いち早く「上場廃止」、もしくは「上場維持」とニュースを打ちたい。取材過程でたくさんの情報が入ってきて、事件の複合的な問題が浮き彫りになっているはずなのに、最終的には上場維持か廃止かという結果にしか目が向かなくなってしまう。


  津田：紙面の都合で全部掲載できないなら、記者はツイッターを使って紙面から落とされた8割の情報をつぶやけばいいのに……。


  牧野：本当にもったいない話です。記者が1000人も2000人もいて、あれだけの人海戦を展開できるのに、その一部しか使わないんですから。抜け落ちた情報のほうが重要な場合だってあるし、歴史的な記録としても貴重ですよ。


  津田：オリンパス事件は、本当に情けなかったと思います。最初に報じたのは日本の月刊誌「FACTA」なのに、日本のメディアは「『ウォール・ストリート・ジャーナル』が報じた」というような伝え方をしていて。でも、「ウォール・ストリート・ジャーナル」には、「日本の月刊誌『FACTA』によると」と書いてある（笑）。[*15]


  牧野：恥ずかしいですよね。


  津田：そういう話を記者の人にすると、「100％裏が取れたものしか書けない、80％くらいでは掲載できないのが原則だ」と言うんですよ。訴訟が高額化して、訴えられたらメディア側が負けるという風潮も、突っ込んだ記事がかけないことに影響しているのかもしれません。


  牧野：そうなると、権力が発表していることを書くだけになってしまう。それだけしてれば訴えられることもありませんから。「FACTA」のような突っ込んだ報道をしていると、コストもかかるしリスクも抱えて大変ですからね。


  津田：そういう報道を日本のマスメディアにどれだけ期待できるかなかなか厳しそうではありますが、変化の兆しはあると思っています。最近特に面白い動きだなと思ったのは、朝日新聞が記者のツイッターを解禁し、サイト上でリンクし始めたことです。[*16]


  牧野：それはいいことですよね。日本の新聞の問題点は、記者の存在感を極力なくして社論として報道するところにあります。そのために無責任報道になりがちで、どんなに間違ったことを書いても記者は世間的には糾弾されないし、大きな問題にもならない。一方、アメリカの新聞は記者の名前が出ますから、あまりにひどいことを書いた記者は二度と記事が書けなくなる。アメリカはもともと記名文化なので、記者がツイッターを始めやすい土壌がありました。会社も記者にファンがつけば媒体の価値も上がると考えるんです。ツイッターだけでなく、記者が本を出すことにも前向きです。記者の本がヒットすれば「ベストセラーを書いている記者が我が社にいるんだ」という宣伝になると考える。スター記者を作ることに積極的なんですね。でも、日本はそれとはまったく逆で、スター気取りすると出る杭は打たれてしまう。日本の新聞文化とツイッターは相性が悪かったんですこれまでは。


  津田：記者にツイッターを認めるということは、デスクがチェックしない情報が発信されるということですよね。それを認めるのは新聞社としてかなり勇気のいる決断だったでしょうが、僕は大英断だったと思います。署名記事が増えれば、ツイッターに反応が返ってきて、新聞が開かれていくでしょうし。


  牧野：同感です。ソーシャルメディアを使って読者との接点が増えることで、記者が「市民目線」を持てるようになるかもしれません。朝日新聞の取り組みには希望が持てますね。


  津田：今のところ、「朝日新聞デジタル」のサイト上では27人の記者のツイッターアカウントが紹介されています。デジタルに強そうな人や、出していい情報とまずい情報を理解している編集局長クラスの人がやっている印象ですが、これから増やしていくようです。ただ、記者と読者の接点を増やしていけば、いつか誰かが炎上するんじゃないかと思っていて。というか、炎上しないわけがない。でも、そうした反応も含めて、ツイッターを活用していくための方針が見えてくると思うんです。


  牧野：私も独立する前は、ほとんど紙媒体にしか書いたことがなくて、読者の反応がまったくわからなかったんですね。反応があるとすれば取材先からの反応ですが、その方々は市民目線ではなく、業界目線。そればかり気にしていると、記者が業界の論理に染まって軸足がズレてしまうんです。


  津田：業界の人たちが業界目線になるのは、仕方のないところではありますね。ただ、読者から市民目線のフィードバックを得られなかったところに、ソーシャルメディアが登場した。


  牧野：講談社が運営するウェブサイト「現代ビジネス」で、2010年から「牧野洋の『ジャーナリズムは死んだか』」[*17] という連載を続けているのですが、ウェブで原稿を書くと、ツイッターなどで読者からの反応がすごくあるんですね。とても新鮮に感じます。よかった点も悪かった点もフィードバックされて、「ここは勘違いだった」とか「ここはこういうふうに書いたほうが伝わりやすかったなぁ」とか、いろいろ確認できるんです。今は、大半のサラリーマン記者が、会社の意向でツイッターから分断させられていますから、読者との接点がまったくない世界にいる。でも、読者の意見に晒される経験を持たないと、唯我独尊というか、「俺が書いたものに文句つけるな」というふうになってしまいます。


  津田：5年、10年先のメディア業界はどうなっているのか最初の問いに戻ると、朝日新聞の取り組みが報道内容にフィードバックされ、それがメディア業界に広がっていくことになれば、未来に期待が持てると思います。とはいえ、組織の壁があるだろうし、なかなかすぐには変わらないかもしれません。そう考えると、日本のメディアが抱えている問題って、根っこの部分ではジャーナリズムの問題というより、組織の問題ですよね。


  牧野：日本のサラリーマン社会全体の縮図がメディアなのかも（笑）。


  ◇これからのジャーナリストが育つ場


  津田：牧野さんは、ご自身が日経新聞社を辞めて独立したタイミングについてどう思っていますか？


  牧野：ちょうどいいタイミングだったと感じています。遅すぎたら新聞社の人間として終わっていたでしょうし、早すぎたら自分のブランド価値が築けていなかった。私の場合、津田さんのように、ツイッターなど新しいメディアで自分のブランド価値を高める文化に育ったわけではないので、従来型の世界でスキルを身につけて、認知を得ないと独立できなかったと思います。それがちょうど四十代半ばくらいだったと思うんですよ。


  津田：僕らの世代は、ちょうど高校や大学時代にインターネットと触れ合った世代なんですよね。


  牧野：時代は変わっていますよね。私も20年遅く生まれていたら、すぐ独立していたかもしれません（笑）。津田さんの著書『情報の呼吸法』（アイデアインク）[*18] を読んだときも、こういう世代の人たちが「ポスト記者クラブ」のジャーナリストの役割を担っていくのではないかと思いました。ただ、ジャーナリズムを学ぶ場がどこにあるかというと、これまでは、既存メディアの現場だけだったんです。新聞社やテレビ局に勤めて、現場で仕事をしながらの


  「オン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）」でジャーナリズムを学ぶしかなかった。でも、いざ新聞社に入ると、サツ回りをやらされているうちに潰されてしまうことも少なくない。もちろん、根性があれば悪習に染まらず、必要なものは自分で身につけ、将来は独立してやっていく道を選ぶこともできますが、そうならない人の方が多い。これからは既存メディアに頼らずに、専門性を備えたジャーナリストを育てる体制を整えなければなりません。


  津田：僕もその必要性を感じています。


  牧野：ジャーナリストの育成にあたっては、大学の役割が重要になってくると思うんです。新聞社に入社しなくても、大学に行って実践的かつ専門的なジャーナリズムを学べるようにしなければなりません。もちろん、社会人になってから大学で学び直すことができるようにもしていく。2008年4月に、早稲田大学大学院が「高度専門職業人としてのジャーナリスト養成」を掲げるジャーナリズムコース（J-School）を新設しましたが、こうした場が増えることを願っています。そうなれば、既存メディアに属さなくても、ジャーナリストを育てられる道筋が見えてくると思います。


  津田：僕、2010年から、そのJ-Schoolで「ウェブジャーナリズム」の授業を担当しているんですが、ジャーナリズムの世界に入っていれば必ず活躍するはずの有能な人材が、今はほかの業界に行ってしまっているんじゃないかという気もしています。僕が教えた中に抜群に優秀な学生がいて、[*19] 「彼だったらどこの新聞社にもいけるし、テレビ局も就職できる。初めからフリーでやってもそこそこ活躍できそう」と期待していたんです。でも、彼が就職したのは医療業界の転職会社でした。その理由を聞いてみたら、「医療業界の転職会社だったら役所に出入りできるし、シンクタンクみたいな機能もあるので、仕事自体が取材のようなもの」と言うんです。しかも人脈ができると。そこで何年か経験を積んで独立するのかもしれません。僕から見ても「ジャーナリズム志望の学生の中に新しい世代がでてきたな」と衝撃を受けました。


  牧野：あえて既存のメディアに就職しなかったのかもしれませんね。そんな才能を持った人間でも、そのまま就職して潰されることはありえますから。


  津田：J-Schoolで僕は「新聞社に行くのはいいと思う。この先まだ10年間は持つだろうし、基本的な取材方法や文章の書き方を教えてくれるから」と学生に教えています。今は現場に余裕がなくなり、記者を育てられなくなってきているとも聞きますが、新聞社が蓄積したノウハウからはまだまだ学べるところがあると思うんです。ただ一方で、既存メディアで経験を積まなくても、ジャーナリストになれる時代になってきた。


  牧野：いい面も悪い面も、自分の頭で考えたうえで身の振り方を考えればいいと思います。重要なのは、既存のメディアに勤めて実地で学ぶ以外の選択肢が広がることですから。


  津田：人を育てた後に考えなくてはならないのが、ビジネスモデルの問題ですよね。僕は「Spot.us」[*20] のようなクラウドファンディングとジャーナリズムを組み合わせたオンデマンド型のジャーナリズムにも興味があって、今構想中の政治メディアでもやってみたいんですよね。アメリカの資金調達プラットフォーム「Kickstarter」[*21] のように、「こういうプロジェクトがあって、これくらいお金を必要としています」「こういう社会問題があるので、


  100万円が集まったらそれを原資に取材活動します」といったふうにして、プロジェクトの支援やクラウドファンディング型の調査報道をやってみたいなと。


  牧野：やり方さえ工夫すれば、「よいコンテンツを作るためなら寄付してもいい」という人が増えるかもしれないですね。


  津田：あと、僕はマスメディアを作りたいわけではないので、国会へは取材に行かないようにしたいんですよ。


  牧野：それでいいと思います。政治家の動きは既存メディアが報じてくれますから。


  津田：マスメディアとの役割分担ですよね。僕らは政策の解説に力を入れて、論点を洗い出していくことを仕事にする。


  牧野：既存メディアが報道しないことに、できるだけ力を注いでいくということですね。それに既存メディアが報道しているような発表報道であれば、通信社から買えますし。


  津田：まずは既存メディアとは別路線でマネタイズして、それが軌道に乗ったら通信社の記事を買ってもいいわけですよね。徐々に領域を広げていければと思っています。


  ◇新しいメディアが官報複合体を解体する？


  牧野：今までは、記者クラブを中心とした大手メディアが情報を独占してきました。そのような「官報複合体」的な仕組みの中では、権力側に都合のいい情報ばかりが伝えられ、国民の「知る権利」が損なわれてきたつまり、民主主義がきちんと機能してこなかったと言えます。でも、権力から情報をもらう世界とは別のところから新しいメディアが育ってくれば、官報複合体の解体につながるかもしれません。


  津田：日本でもようやくその可能性が見えてきたと。


  牧野：官報複合体と言っても、組織や仕組みが悪いだけで、個々の記者にはよい人がいるんです。それに、誰一人、「権力のために働いている」なんて思ってはいません。「国民のために働いているんだ」という気持ちはみんな持っていると思います。


  津田：そうなんですよね。話してみると熱い人も多い。組織が「官報複合体」の構造に組み込まれた結果、アウトプットするものが権力側に寄ってしまっているということなんでしょうね。「組織を離れても食べていける」と思える環境になることで、次第に変化していくでしょう。そうなれば、「もうここはダメだ」という人はどんどん外に飛び出していって、人材の流動化が進んでいくと思います。


  牧野：そのためには、まずは記者のツイッターを解禁し、会社を飛び出しても大丈夫なブランド価値を築ける環境を作ることですね。今のままだと、記者が独立しても「この人、誰？」ってなっちゃいますから。


  津田：そう考えると、朝日新聞が下した決断は大きかった。


  牧野：日本もどんどん、スター記者を作っていかないと。今は記者にとって会社内の評価がすべてなので、上司の顔色ばかり気にするようになってしまうんです。


  津田：そうそう、上司からの評価は悪いけど、読者には人気がある記者がいてもいい。


  牧野：上司と読者、どちらの評価を重視すべきかは明白ですよね。言うまでもなく読者の評価です。読者あってのメディアなわけですから。今まで記者の市場価値をはかる基準はなかったところに、ソーシャルメディアが出てきた。読者からのフィードバックを受け、読者の求めに応じていけば、自ずとよい方向に向かっていくと思います。


  津田：そうですね、僕もそれを期待しています。今日はとても面白い対談でした。本当にありがとうございました。


  



  [Amazonで購入]


  →『官報複合体』牧野洋（講談社）


  http://www.amazon.co.jp/exec/obidos/ASIN/4062174820/tsudamag-22


  



  [*1] 西山事件については、『密約外務省機密漏洩事件』（岩波現代文庫）に詳しい。


  http://www.amazon.co.jp/exec/obidos/ASIN/400603136X/tsudamag-22


  また、2012年1月から3月にかけて放送されたTBSドラマ『運命の人』（山崎豊子原作）は、西山事件を題材にしたものである。


  http://www.agara.co.jp/modules/colum/article.php?storyid=224799


  [*2] http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/110119/crm11011919420319-n1.htm


  [*3] http://kotobank.jp/word/%E9%83%B5%E4%BE%BF%E4%B8%8D%E6%AD%A3%E4%BA%8B%E4%BB%B6


  [*4] http://www.propublica.org/


  [*5] http://www.propublica.org/topic/deadly-choices-memorial-medical-center-after-katrina


  [*6] 牧野洋氏が「現代ビジネス」で行っている連載「ジャーナリズムは死んだか」に詳しい。


  http://gendai.ismedia.jp/articles/print/526


  [*7] http://www.amazon.co.jp/exec/obidos/ASIN/4798107034/tsudamag-22


  [*8] http://www.waseda-j.jp/


  プレゼントコーナー

  


  読者プレゼントのコーナーです。〔毎号配信〕

  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。



  ネオローグユニオン

  


  僕のマネージャー香月啓佑（@kskktk）とアシスタントの小嶋裕一（@mutevox）によるオフトークです。

  


  ※こちらのコンテンツは有料版（http://www.neo-logue.com/mailmag/index.html）に掲載されています。


  


  
    	Web：http://xtc.bz/


    	Twitter：http://twitter.com/tsuda


    	Facebook page：http://www.facebook.com/daisuke.tsuda


    	Google+：http://plus.google.com/107266595111301357110


    	Ustream：http://www.ustream.tv/user/tsuda


    	Tumblr：http://tsuda.tumblr.com/


    	Flickr：http://www.flickr.com/photos/xtcbz


    	YouTube：http://www.youtube.com/user/xtcbz


    	Klout：http://klout.com/tsuda

  

  


  □ 発行元：有限会社ネオローグ　http://www.neo-logue.com/


  □ 発行責任者：津田大介（@tsuda）


  □ 編集：松本香織（@tekitoeditor）


  □ スタッフ：小嶋裕一（@mutevox）、香月啓佑（@kskktk）、相馬拓郎


  ※本メルマガに掲載される記事の著作権は（対談など一部のコンテンツを除き）発行元及び発行責任者に帰属します。記事の引用、転載、雑誌掲載などは事前連絡なくご自由に行っていただいて結構ですが、引用については公正な慣行、転載については常識の範囲内でお願いできれば幸いです。引用、転載、雑誌掲載いずれの場合も、本メルマガのコンテンツを利用される場合は出典を付記するようお願いいたします。


  ※このメルマガの発行日は第1〜第4水曜日です。ゴールデンウィーク、お盆、年末年始には、適宜、合併号を発行します。なお、取材期間などの関係で不定期に休刊することがあります。
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